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第一部【企業情報】
 
第１【企業の概況】
 
１【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期

会計期間

自　平成17年
７月１日

至　平成17年
12月31日

自　平成18年
７月１日

至　平成18年
12月31日

自　平成19年
７月１日

至　平成19年
12月31日

自　平成17年
７月１日

至　平成18年
６月30日

自　平成18年
７月１日

至　平成19年
６月30日

（1）連結経営指標等
     

売上高 (百万円) 21,400 21,830 21,290 46,251 50,766

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 718 945 △21 2,364 2,614

中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

(百万円) 130 413 △302 1,120 1,405

純資産額 (百万円) 28,270 30,235 29,896 29,781 31,118
総資産額 (百万円) 59,975 60,699 63,087 58,033 62,598
１株当たり純資産額 (円) 1,071.781,108.231,102.521,093.511,140.27

１株当たり中間(当期)純利益又は
１株当たり中間純損失(△)

(円) 4.96 15.67 △11.41 42.29 53.29

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 47.1 48.2 47.2 49.7 48.0

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

(百万円) 1,817 △2,975 1,829 4,391 107

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

(百万円) △487 △667 △3,535 △3,111 △736

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

(百万円) 344 973 184 867 702

現金及び現金同等物の中間期末
(期末)残高

(百万円) 6,756 4,559 5,778 7,220 7,311

従業員数 (人) 1,895 1,965 2,038 1,975 2,045

（2）提出会社の経営指標等      

売上高 (百万円) 17,165 18,274 17,664 36,914 42,928
経常利益 (百万円) 504 611 194 1,787 1,831

中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

(百万円) △3 261 △43 828 1,025

資本金 (百万円) 11,392 11,392 11,392 11,392 11,392
発行済株式総数 (千株) 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500
純資産額 (百万円) 27,968 28,663 29,298 28,452 29,276
総資産額 (百万円) 50,399 52,127 55,341 50,271 53,890
１株当たり純資産額 (円) 1,060.311,086.711,084.151,078.681,109.97

１株当たり中間(当期)純利益又は
１株当たり中間純損失(△)

(円) △0.11 9.93 △1.65 31.42 38.88

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益

(円) － － － － －

１株当たり中間(年間)配当額 (円) 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 55.5 55.0 52.9 56.6 54.3

従業員数 (人) 1,222 1,248 1,307 1,269 1,315

　（注）1．売上高には、消費税等は含まれていない。
　　　　2．第58期中間期から第59期までの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載していない。また、

第60期中間期の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載していない。
　　　　3．第58期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。
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２【事業の内容】
 
　　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更はない。
 
 

３【関係会社の状況】
 
　　連結子会社であるシブヤインターナショナルインコーポレーテッドは、当中間連結会計期間において清算結了している。
 
 
４【従業員の状況】
 
　（１）連結会社の状況

 平成19年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

パッケージングプラント事業 1,553

メカトロシステム事業 383

全社（共通） 102

合計 2,038

（注）従業員数は就業人員数を記載している。
 
 
　（２）提出会社の状況
 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 1,307

（注）従業員数は就業人員数を記載している。
 
 
　（３）労働組合の状況
　　　　　労使関係は安定しており、特記すべき事項はない。
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第２【事業の状況】
 
１【業績等の概要】
 

（１）業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱や原油高、円高など

の不安材料が見られたものの、堅調な輸出と設備投資の増加に支えられて、概ね緩やかに拡大基調で推移した。

このような状況のなかで、当社グループの連結売上高は、建築基準法の改正に伴い客先の工場建設の着工遅れの影響を

受け、パッケージングプラント事業の大型プラント数件の納入が下期へずれたため、212億90百万円（前年同期比2.5％

減）となった。損益面についても、売上高計画の未達、資材価格のアップ、連結子会社の業績の低下などにより、営業利益は

14百万円（前年同期比98.5％減）となり、また、経常損失21百万円（前年同期は経常利益９億45百万円）の計上を余儀な

くされた。更に、投資有価証券評価損１億10百万円などの特別損失１億84百万円が発生したことから、中間純損失は３億２

百万円（前年同期は中間純利益４億13百万円）と前中間期比大幅な減益となった。

　

　　　　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。

　　　　① パッケージングプラント事業

酒類用プラントは、清酒用、洋酒用、ビール用および焼酎用は横這いであった。食品用プラントは、調味料用が減少し

飲料用が伸びたものの、客先の工場建設の着工遅れに起因し、大型プラント数件の納入が下期にずれたため、予想を大

幅に下回り微増となった。また、薬品・化粧品用プラントは、飲料用と同じ要因により下期にずれたこともあり減少し

た。その結果、連結売上高は160億19百万円（前年同期比3.1％減）、営業利益は10億68百万円（前年同期比42.2％減）

となった。

 

　　　　② メカトロシステム事業

半導体製造装置は発光ダイオード用のテストハンドラ、テーピングマシンなどが主に台湾・韓国などの海外向けに

大幅に伸びたため、国内の不振をカバーして増収となり、また、医療機も人工透析装置が海外向けに伸びているため増

加した。しかし、切断加工機は建築基準法の改正の影響により、建築用部品の加工業界向けが低迷し減少した。その結

果、連結売上高は52億71百万円（前年同期比0.5％減）、営業損失２億63百万円（前年同期は営業損失１億84百万円）

となった。

 

（２）キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、18億29百万円の資金増加（前年同期は29億75百万円の資金減少）となった。こ

れは主に、税金等調整前中間純損失が１億92百万円となり、たな卸資産の増加が32億92百万円あったものの、非資金項目で

ある減価償却費７億17百万円の計上、ならびに売上債権の減少が42億68百万円、前受金の増加が17億25百万円あったこと

によるものである。

投資活動によるキャッシュ・フローは、35億35百万円の資金減少（前年同期は６億67百万円の資金減少）となった。こ

れは主に、子会社株式の追加取得による支出が12億34百万円、有形および無形固定資産の取得による支出が６億86百万円

あり、定期預金の預入と払出との差額が12億円、投資有価証券の売却と取得による差額が４億20百万円それぞれ収入減と

なったことによるものである。

財務活動によるキャッシュ・フローは、１億84百万円の資金増加（前年同期は９億73百万円の資金増加）となった。こ

れは主に、借入金の返済による支出25億47百万円、配当金の支払による支出１億31百万円があったものの、借入金による収

入が28億64百万円あったことによるものである。

これらの結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末より15億32百万円減少し57億78

百万円（前期比21.0％減）となった。
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２【生産、受注及び販売の状況】
 
（１）生産実績
　　　　当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

　パッケージングプラント事業 15,927 △ 2.3 

　メカトロシステム事業 5,462 ＋ 1.8 

合計 21,389 △ 1.3 

（注）１．金額は、販売価額によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。
２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。
 

（２）受注状況
　　　　当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同期比
（％）

受注残高
(百万円)

前年同期比
（％）

　パッケージングプラント事業 16,654 △ 6.7 21,081 ＋ 3.6 

　メカトロシステム事業 5,875 ＋54.4 3,241 ＋77.4 

合計 22,530 ＋ 4.1 24,323 ＋ 9.7 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。
 
（３）販売実績
　　　　当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

　パッケージングプラント事業 16,019  △ 3.1 

　メカトロシステム事業 5,271  △ 0.5 

合計 21,290  △ 2.5 

　 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。
　 　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。
　 　　　３．主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりである。

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

㈱アセプティック・システ
ム

2,190 10.0 2,296 10.8

 
 
３【対処すべき課題】
 
　　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用会社）が対処すべき課題について、重要な変
更はない。
　　なお、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は、以下のとおりである。
 

（１）基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひいては株

主共同の利益を中長期的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると思考している。

当社は、支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づき行われるべきもの

と考えている。また、当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、当社の企業価値・株主共同の利益に資するもの

であれば、これを否定するものではない。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内

容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象

会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値・

株主共同の利益に資さないものも少なくない。

当社が、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させていくためには、①経験やノウハウに基づく高い技術、②独自の経

営管理システム、③優秀な人材の確保・育成と企業風土、④顧客等との信頼関係、および⑤健全な財務体質を今後も維持

し、発展させていくことが必要不可欠であり、これらが当社株式の大量買付を行う者により中長期持続的に確保され、向上

させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになる。

それ故、当社としては、上述の類型を含む当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する買収行為を抑止するために

EDINET提出書類

渋谷工業株式会社(E01666)

半期報告書

 5/71



は、必要かつ相当な対抗措置を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があるものと

思料している。

 

（２）基本方針実現のための取組み

（a）当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、企業価値・株主共同の利益の向上に向けて、創業80周年である平成23年（2011年）６月期には、連結売上高

1,000億円を達成することを目標としている。

この目標達成のために、各事業部門ごとに、また各子会社ごとに既存ビジネスの拡充と、新製品の寄与、海外市場への

展開など計数を積み上げて算出し、全社一丸となり達成に邁進している。

また、コーポレートガバナンスに関する取組みとしては、平成19年９月の定時株主総会において新たに独立性の高い

社外取締役１名を選任し、その体制を強化している。

なお、監査役４名のうち２名は社外監査役であり、これらの監査役が取締役会等重要な会議に出席し、コーポレートガ

バナンスの実を挙げている。

 

（b）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保することを目的として、平成19年８月23日開催の取締役会に

おいて信託型ライツ・プランを導入することを決議し、同年９月26日開催の定時株主総会において承認された。

信託型ライツ・プランは、信託を利用することにより、所定の買収者等の有する当社の株券等の保有割合を希釈化さ

せることのある新株予約権を予め発行し、買収者が出現した時点の（当社以外の）株主全員がこれを取得できるように

しておくことで、株主のために時間や情報を確保し、また株主のために当社が買収者と交渉すること等が可能となるよ

うにしておく仕組みである。

将来買収者が出現した場合には、信託銀行は、一定の手続に従って確定される新株予約権の交付を受けるべき受益者

に対して、原則として、その保有する当社株式の数に応じて新株予約権を交付することになる。信託型ライツ・プランの

導入に伴い発行された新株予約権は、これを行使すると１個当たり当社の普通株式を原則として１株取得することがで

きる。新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、新株予約権の行使に際して出資される財産の当社株式１

株あたりの価額は１円としている。

新株予約権は、割当日の前後を問わず、一ないし複数の者が、(ア)当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等

に係る株券等保有割合が20％以上である者（当社取締役会がこれに該当すると認める者を含む。）（以下「特定大量保

有者」という。）になったことを示す公表がなされた日から原則として10日間が経過したとき、または、(イ)公開買付け

によって当社が発行者である株券等の買付け等の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有に係る株

券等の株券等所有割合がその者の特別関係者の株券等所有割合と合計して20％以上となる者（当社取締役会がこれに

該当すると認める者を含む。）（以下「特定大量買付者」という。）となる公開買付開始公告を行った日から原則とし

て10日間が経過したとき（以下、上記(ア)に定める事由と併せて「権利発動事由」と総称し、権利発動事由が発生した

時点を「権利発動事由発生時点」という。）に限り、(i)特定大量保有者、(ii)特定大量保有者の共同保有者、(iii)特定

大量買付者、(iv)特定大量買付者の特別関係者、もしくは(v)上記(i)ないし(iv)に該当する者から新株予約権を当社取

締役会の承認を得ることなく譲り受けもしくは承継した者、または、(vi)上記(i)ないし(v)に該当する者の関連者（以

下、上記(i)ないし(vi)に該当する者を「非適格者」と総称する。）のいずれにも該当しない者のみが、これを行使する

ことができる。なお、当社取締役会は、当社が別途定めた新株予約権細則（以下「新株予約権細則」という。）に従い、当

社の株券等の取得または保有をしても当社の企業価値・株主共同の利益に反しない者を特定大量保有者や特定大量買

付者に該当しないと認めて権利発動事由が発生しないようにしたり、また、上記(ア)または(イ)の10日間という期間を

延長することにより、権利発動事由発生時点を延期することもできる。

すなわち、新株予約権の権利発動事由が発生し、新株予約権が行使可能となったときは、原則として、非適格者等を除

く当社の一般株主は、有利な条件で当社株式を取得することができるようになる一方で、非適格者等は、他の株主による

新株予約権の行使または当社による新株予約権の取得の結果、その有する持分割合が希釈化されるという影響を受ける

可能性がある。なお、当社は、非適格者が有する新株予約権の全部または一部を一定の額の金銭と引換えに取得すること

ができる。当社はかかる取得を一定期間にわたり複数回に分けて行うことができる。

当社は、信託型ライツ・プランの導入に際し特別委員会を設置している。特別委員会は、権利発動事由発生時点の延

期、買収を提案する者との関係における権利発動事由の不発生その他新株予約権の行使条件の不充足、新株予約権の取

得等について、新株予約権細則に定められた手続に従い決定した場合には、当社取締役会に対する勧告を行う。当社取締

役会は、実質的にこの特別委員会の勧告に従って、会社法上の機関としての決定を行うものとされている。
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　なお、信託型ライツ・プランのために、平成19年９月27日付で住友信託銀行株式会社に対して無償で発行された新株予

約権の総数は40,150,000個である。新株予約権の行使期間は、原則として平成19年９月27日から平成22年９月30日まで

の約３年間とされている。

　信託型ライツ・プラン導入後であっても、信託型ライツ・プランが発動されていない場合、株主に直接具体的な影響が

生じることはない。他方、信託型ライツ・プランの発動時においては、信託銀行から、当社取締役会が別途定める日にお

ける当社以外の株主に対して、その保有する当社株式１株につき１個の割合で、新株予約権の交付がなされる。株主が、

当社所定の新株予約権行使請求書等を提出した上、新株予約権の目的たる当社株式１株当たり所定の行使価額に相当す

る金額を払込取扱場所に払い込んだ場合には、新株予約権１個当たり１株の当社株式が交付されることになる。仮に、株

主がこうした金銭の払込その他新株予約権行使に係る手続を経なければ、他の株主による新株予約権の行使により、そ

の保有する株式が希釈化される場合がある（但し、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株式

の希釈化は生じない）。

 

（３）具体的取組みに対する当社取締役の判断およびその理由

上記（２)の（a）に記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な

取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策であり、まさに当

社の基本方針に沿うものである。

また、信託型ライツ・プランは、上記（２）の（b）記載のとおり、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させ

る目的をもって導入されたものであり、当社の基本方針に沿うものである。特に、信託型ライツ・プランは、株主総会の特

別決議を経て導入されたものであること、その内容として合理的な客観的解除要件が設定されていること、独立性の高い

社外者によって構成される特別委員会が設置され、信託型ライツ・プランの発動、行使条件の不充足および新株予約権の

取得等に関する決定に際しては必ず特別委員会の判断を経ることが必要とされていること、特別委員会は当社の費用で独

立した第三者である専門家を利用することができるとされていること、有効期間が約３年と定められた上、取締役会によ

りいつでも新株予約権を取得できるものとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、企業価値

ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではない。

 
 
４【経営上の重要な契約等】
 
　　当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。
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５【研究開発活動】
 

　　当社グループ（当社および連結子会社）は、チャレンジ精神と技術革新を理念として、常に独創的な先端技術で多様化する顧

客ニーズにマッチした製品開発を進めている。

　　現在、研究開発は、当社情報・知的財産本部を主管部門とした当社グループ全体の開発委員会を設け、市場情報、技術情報を一

元管理し効率的かつ戦略的に研究開発活動を推進している。

　　当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は５億63百万円であり、事業の種類別セグメントの研究開発活動

の状況および研究開発費の金額は、次のとおりである。

 

（１）パッケージングプラント事業

　　 メカニカルなハンドリング技術を基本としたコンピュータ制御による自動高速パッケージングシステム、製品の高品質化に

応える無菌充填技術やＧＭＰ対応技術、包装形態の多様化に対応するロボット包装ライン、テラヘルツ波を応用した違法薬物

・危険物質の非開披探知装置、ファクトリーオートメーション関連などを中心に、当社、シブヤマシナリー㈱およびエスアイ

精工㈱が研究開発を行っている。

　　 当中間連結会計期間の主な成果としては、フィラとキャッパを同期スクリューでシンクロさせたモノブロック型フィラ／

キャッパ RFM･RCM12-24-4SY型、連続供給されるペットボトルに追従してグリップし、ケースに合わせて拡縮してケーシング

するロボット式ケーサ CPAX4620D6NC特型、回収したガロン容器を人手でコンベヤ上に供給し、ジェット噴射で洗浄するライ

ン式のリンサ、ガロン容器洗浄システム SGL0306型などを開発した。

　　 なお、当事業に係る研究開発費は１億87百万円である。

 

（２）メカトロシステム事業

　　 半導体製造システム、レーザ応用システムの研究開発は当社が単独で行っており、医療機器関連の研究開発は当社および㈱

ニークが行っている。また、環境設備システム関連および圧縮エアに水と粉体メディアもしくは洗浄液を混入し、対象物に吹

付けて汚れを洗浄する新洗浄システム「ＳＡＭＡＣＳ（サマックス）」関連の研究開発は、シブヤマシナリー㈱が行ってい

る。

　　 当中間連結会計期間の主な成果としては、半導体製造システムにおいて、今後益々加速すると見込まれる半導体の小型化に対

応するべく、接合精度と処理速度を大幅に向上させた高速高精度フリップチップボンダ FDB200型を開発した。また、Power

LED などの大型ワークに対応したテーピングマシン ETM420型、Power LED をパーツフィーダにて向きを決めて整列搬送した

後、搬送レール上で１個毎に光学、電気特性を測定し、テスターからの測定結果に基づいて分類するテストハンドラ EH420型

を開発した。

　　 なお、当事業に係る研究開発費は３億76百万円である。
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第３【設備の状況】
 
１【主要な設備の状況】
 
　　　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。
 
 
２【設備の新設、除却等の計画】
 
　　　前連結会計年度末において計画中であった当社本社第二工場の建設は、平成19年11月に完了した。

　　　また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。
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第４【提出会社の状況】
 
１【株式等の状況】
 
　（１）【株式の総数等】
　　　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,300,000

計 80,300,000

　　　
　　　②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数(株)

(平成19年12月31日)
提出日現在発行数(株)
(平成20年３月27日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 27,500,315 27,500,315

東京証券取引所
　（市場第一部）
 
名古屋証券取引所
　（市場第一部）

－

計 27,500,315 27,500,315 － －

 
　（２）【新株予約権等の状況】
 
　　　第1回信託型ライツ・プラン新株予約権
 

当社は、会社法第236条および第238条ならびに当社定款第37条の規定に基づき、当社の企業価値ひいては株主共同の利
益を確保し、または向上させることを目的として、新株予約権と信託の仕組みを利用したライツ・プラン（以下、「信託型
ライツ・プラン」という）を導入するに際し、かかる信託型ライツ・プランの一環として新株予約権（以下、「本新株予
約権」という）を発行することを平成19年９月26日の定時株主総会にて承認可決した。
平成19年９月27日に住友信託銀行株式会社と信託契約を締結し、同日付けで同行に対して本新株予約権を無償で発行し
た。
 
本新株予約権の内容は以下のとおりである。
 

決議年月日 平成19年９月26日

付与対象者 （注）１

新株予約権の数（個） 40,150,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40,150,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）

(1)本新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は、

本新株予約権の行使により発生または移転する株式１

株あたりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に

対象株式数を乗じた価額とする。

(2)行使価額は１円とする。

新株予約権の行使期間

平成19年９月27日（木）から平成22年９月30日（木）ま
でとする。ただし、(注)4の1)ないし4)の規定に基づき当社
による本新株予約権の取得がなされる場合、当該取得に係
る本新株予約権については、当該取得日およびその前日に
おいては行使できないものとする。また、平成22年４月１
日（木）以降同年９月30日（木）以前に権利発動事由
（(注)2の2）に定義される。以下同じ。）が発生した場合
には、当該権利発動事由が発生した日から６ヶ月間が経過
した日までとする。なお、行使期間の最終日が払込取扱場
所の休業日にあたるときは、その前営業日を最終日とす
る。

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格および資本組入額（円）

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合
の株式の発行価格は、行使価額とする。
本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合
において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条に従
い算出される資本金等増加限度額の全額とし、資本準備金
は増加しないものとする。

新株予約権の行使の条件 （注）２
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新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

取得条項に関する事項 （注）４

信託の設定の状況
当社を委託者とし住友信託銀行株式会社を受託者とする
金銭信託以外の金銭の信託契約を締結し、信託を設定す
る。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

（注）１．付与対象者
当社は、信託銀行を受託者とする金銭信託以外の金銭の信託契約を締結し、信託を設定する。本信託の受益者は、
将来買収者が出現した後に、一定の手続により特定される当社の全株主（買収者を含み、自己株式の保有者とし
ての当社は除く。）となる。

２．行使の条件
1)以下の用語は次のとおり定義される。
(i)          「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の23第1項に定義され

る。以下別段の定めがない限り同じ。）の保有者（同法第27条の23第3項に基づき保有者に含まれる者を
含む。）で、当該株券等に係る株券等保有割合（同法第27条の23第4項に定義される。以下同じ。）が20％
以上である者（当社取締役会がこれに該当すると認める者を含む。）をいう。

(ii)       「公表」とは、多数の者の知り得る状態に置かれたことをいい、金融商品取引法第27条の23または第27
条の25に定められる報告書の提出および当社が行う金融商品取引所の規則に基づく適時開示を含む。

(iii)    「共同保有者」とは、金融商品取引法第27条の23第5項に定義される者をいい、同条第6項に基づき共同
保有者とみなされる者を含む（当社取締役会がこれらに該当すると認める者を含む。）。

(iv)      「特定大量買付者」とは、公開買付け（金融商品取引法第27条の2第6項に定義される。以下同じ。）に
よって当社が発行者である株券等（同法第27条の2第1項に定義される。以下本(iv)号において同じ。）の
買付け等（同法第27条の2第1項に定義される。以下同じ。）の公告を行った者で、当該買付け等の後にお
けるその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第7条第1項に定める場合を含む。）
に係る株券等の株券等所有割合（同法第27条の2第8項に定義される。以下同じ。）がその者の特別関係者
の株券等所有割合と合計して20％以上となる者（当社取締役会がこれに該当すると認める者を含む。）
をいう。

(v)         「特別関係者」とは、金融商品取引法第27条の2第7項に定義される者（当社取締役会がこれに該当す
ると認める者を含む。）をいう。ただし、同項第1号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等
の公開買付けの開示に関する内閣府令第3条第2項で定める者を除く。

(vi)       ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共通の支配下
にある者（当社取締役会がこれに該当すると認める者を含む。）、またはその者と協調して行動する者と
して当社取締役会が認める者をいう。「支配」とは、他の会社等の財務および事業の方針の決定を支配し
ていること（会社法施行規則第3条第3項に定義される。）をいう。
なお、上記(i)および(iv)にかかわらず、下記①ないし⑤の各号に該当する者は、特定大量保有者または特定
大量買付者に該当しないものとする。
① 当社、当社の子会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則第8条第3項に定義される。）
または当社の関連会社（同規則第8条第5項に定義される。）

② 当社を支配する意図なく特定大量保有者となった者であると当社取締役会が認める者であって、かつ、
特定大量保有者になった後10日間（ただし、当社取締役会はかかる期間を延長することができる。）以
内にその保有する当社の株券等を処分等することにより特定大量保有者ではなくなった者

③ 当社による自己の株式の取得その他の理由により、自己の意思によることなく、当社の特定大量保有者
になった者であると当社取締役会が認める者（ただし、その後、自己の意思により当社の株券等を新た
に取得した場合を除く。）

④ 当社を委託者とする信託の受託者として本新株予約権をその発行時に取得し、保有している者（当該信
託の受託者としての当該者に限り、以下「受託者」という。）

⑤ 当社取締役会において、当社取締役会が別途定める新株予約権細則（以下「本新株予約権細則」とい
う。）に従い、その者が当社の株券等を取得または保有すること（以下「買収」という。）が当社の企業
価値・株主共同の利益に反しないと認める者（本新株予約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約
権者」という。）が下記3）または4)の規定により本新株予約権を行使することができるか否かにかか
わらず、当社取締役会は、いつでもこれを認めることができる。また、一定の条件の下に当社の企業価値
・株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認める場合には、当該条件が満たされている場合に限
る。）

2)本新株予約権の割当日の前後を問わず、一ないし複数の者が、(ア)特定大量保有者になったことを示す公表が
なされた日から10日間（ただし、当社取締役会は、本新株予約権細則に従いかかる期間を延長することができ
る。）が経過したとき、または(イ)特定大量買付者となる公開買付開始公告を行った日から10日間（ただし、
当社取締役会は、本新株予約権細則に従いかかる期間を延長することができる。）が経過したとき（以下、上
記(ア)に定める事由と併せて「権利発動事由」と総称し、権利発動事由が発生した時点を「権利発動事由発
生時点」という。）に限り、(i)特定大量保有者、(ii)特定大量保有者の共同保有者、(iii)特定大量買付者、も
しくは(iv)特定大量買付者の特別関係者、(v)上記(i)ないし(iv)記載の者から本新株予約権を当社取締役会
の承認を得ることなく譲り受けもしくは承継した者、または(vi)上記(i)ないし(v)記載の者の関連者（以下、
上記(i)ないし(vi)に該当する者を「非適格者」と総称する。）のいずれにも該当しない者のみが、本新株予
約権を行使することができる。

3)上記2)の規定にかかわらず、ある者の買収に関し権利発動事由が生じた場合において、当該買収につき、(i)次
の各号に規定する事由（以下「脅威」という。）がいずれも存しない場合、または(ii)一もしくは複数の脅威
が存するにもかかわらず、本新株予約権の行使を認めることが当該脅威との関係で相当でない場合には、本新
株予約権者は、本新株予約権を行使することができない。なお、上記(i)または(ii)の場合に該当するかについ
ては、本新株予約権細則に定められる手続に従い判断されるものとする。
①      下記に掲げる行為等により、当社の企業価値・株主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれが
あること
(a)当社株式を買い占め、その株式につき当社または当社関係者等に対して高値で買取りを要求する行為
(b)当社を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下に買収者の利益
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を実現する経営を行うような行為
(c)当社の資産を買収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為
(d)当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分
利益をもって一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で
売り抜ける行為

②      当該買収に係る取引の仕組みが当該買収に応じることを当社の株主に強要するものであること
③      当社株主もしくは当社取締役会が当該買収について十分な情報を取得できないこと、または、当社取締役
会がこれを取得した後、当該買収の検討を行い、もしくは、当該買収に対する代替案を提示するために合
理的に必要な期間が存しないこと

④      当該買収の条件（対価の価額・種類、買収の時期、買収方法の適法性、買収実行の実現可能性、買収後にお
ける当社の従業員、取引先その他の当社に係る利害関係者の処遇方針等を含む。）が当社の本源的価値に
鑑み不十分または不適切であること

⑤      上記①ないし④のほか、当該買収またはこれに係る取引が当社の企業価値・株主共同の利益（当社の従
業員、取引先その他の当社に係る利害関係者の利益も勘案されるものとする。）に反する重大なおそれが
あること

4)上記3)の規定のほか、ある者の買収に関し権利発動事由が生じた場合において、当社取締役会の提示または賛
同する、当該買収とは別の代替案が存在し、当該代替案が当社に係る支配権の移転（特定の者が当社の総株主
の議決権の過半数を保有することとなる行為をいう。）を伴う場合で、かつ、(i)当該買収が当社が発行者であ
る株券全てを現金により買付ける旨の公開買付けのみにより実施されており、(ii)当該買収が上記3)①(a)な
いし(d)に掲げる行為等により当社の企業価値・株主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれがな
く、(iii)当該買収に係る取引の仕組みが当該買収に応じることを当社の株主に強要するものでなく、かつ、
(iv)当該買収またはこれに係る取引が当社の企業価値・株主共同の利益に反する重大なおそれのないもので
ある場合には、本新株予約権者は、本新株予約権を行使することができない。なお、上記の場合に該当するかに
ついては、本新株予約権細則に定められる手続に従い判断されるものとする。

5)上記3）および4）のほか、適用ある外国の法令上、当該法令の管轄地域に所在する者に本新株予約権を行使さ
せるに際し、(i)所定の手続の履行もしくは(ii)所定の条件（一定期間の行使禁止、所定の書類の提出等を含
む。）の充足、または(iii)その双方（以下「準拠法行使手続・条件」と総称する。）が必要とされる場合に
は、当該管轄地域に所在する者は、当該準拠法行使手続・条件が全て履行または充足されたと当社取締役会が
認める場合に限り本新株予約権を行使することができ、これが充足されたと当社取締役会が認めない場合に
は本新株予約権を行使することができないものとする。ただし、当該管轄地域に所在する者に本新株予約権を
行使させるに際し当社が履行または充足することが必要とされる準拠法行使手続・条件については、当社取
締役会としてこれを履行または充足する義務は負わないものとする。また、当該管轄地域に所在する者に本新
株予約権の行使をさせることが当該法令上認められない場合には、当該管轄地域に所在する者は、本新株予約
権を行使することができない。

6)上記5)にかかわらず、米国に所在する者は、当社に対し、(i)自らが米国1933年証券法ルール501(a)に定義する
適格投資家（accredited investor）であることを表明、保証し、かつ(ii)その有する本新株予約権の行使の
結果取得する当社株式の転売は東京証券取引所における普通取引（ただし、事前の取決めに基づかず、かつ事
前の勧誘を行わないものとする。）によってのみこれを行うことを誓約した場合に限り、当該本新株予約権を
行使することができる。当社は、かかる場合に限り、当該米国に所在する者が当該本新株予約権を行使するた
めに当社が履行または充足することが必要とされる米国1933年証券法レギュレーションDおよび米国州法に
係る準拠法行使手続・条件を履行または充足するものとする。なお、米国における法令の変更等の理由によ
り、米国に所在する者が上記(i)および(ii)を充足しても米国証券法上適法に本新株予約権の行使を認めるこ
とができないと当社取締役会が認める場合には、米国に所在する者は、本新株予約権を行使することができな
い。

7)受託者は、受託者としての地位に基づき本新株予約権を行使することができない。
8)本新株予約権者は、当社に対し、自らが非適格者に該当せず、非適格者のために行使しようとしているもので
はないこと等の表明・保証条項、補償条項その他当社が定める事項を誓約する書面を提出した場合に限り、か
つ、(注)6に規定する行使の方法等に従うことにより、本新株予約権を行使することができるものとする。

9)本新株予約権者が、上記2)ないし8)の規定により本新株予約権を行使することができない場合であっても、当
社またはその関係者は、当該本新株予約権者に対して、損害賠償責任その他の責任を一切負わないものとす
る。

 
３．新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する。なお、譲渡人が日本国外に所在する
者であって、(注)2の5)または6)の規定により本新株予約権を行使することができない者（非適格者を除く。）
であるときは、当社取締役会は、以下の事由等を勘案して上記承認をするか否かを決定する。
①      当該管轄地域に所在する者による本新株予約権の全部または一部の譲渡に関し、譲渡人により譲受人が作
成し署名または記名捺印した誓約書（下記②ないし④についての表明・保証条項および補償条項を含
む。）が提出されていること

②      譲受人が非適格者に該当しないこと
③      譲受人が当該管轄地域に所在しておらず、当該管轄地域に所在する者のために譲り受けようとしている者
ではないこと

④      譲受人が非適格者および③に定める当該管轄地域に所在する者のために譲り受けようとしている者のいず
れかのために譲り受けようとしている者でないこと

 
４．取得条項に関する事項

1)当社は、ある者の買収に関し権利発動事由が生じた場合において、本新株予約権者が(注)2の3)または4)の規
定により本新株予約権を行使することができないと当社取締役会が認めるときは、当社取締役会が別に定め
る日の到来日をもって、全ての本新株予約権を無償で取得する。ただし、当社取締役会が、(注)2の1)⑤に従い
買収者が(注)2の1)⑤に定める者に該当すると決定した場合は、この限りではない。

2)上記1)のほか、当社は、権利発動事由発生時点までの間、いつでも、当社が本新株予約権を取得することが適切
であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別に定める日の到来日をもって、全ての本新株予約
権を無償で取得することができる。なお、当社取締役会は、当社取締役会が権利発動事由発生時点までの間に
必要かつ適切と認めた場合には、当社定款の定めに基づき、かかる本新株予約権の無償取得をしないことにつ
いて株主総会に付議することができるものとし、当該株主総会において本新株予約権の無償取得をしないこ
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とが否決された場合には、当社取締役会は、上記のとおり全ての本新株予約権を無償で取得するものとする。
3)当社は、ある者の買収に関し権利発動事由が生じた場合、本新株予約権者が(注)2の3)または4)の規定により
本新株予約権を行使することができないと当社取締役会が認める場合を除き、当社取締役会が別に定める日
の到来日をもって、非適格者および受託者以外の者が有する本新株予約権のうち未行使のもの全てを取得し、
これと引換えに、本新株予約権1個につき1株の当社株式を交付することができる。当社はかかる本新株予約権
の取得を複数回行うことができる。

4)当社は、ある者の買収に関し権利発動事由が生じた場合、本新株予約権者が(注)2の3)または4)の規定により
本新株予約権を行使することができないと当社取締役会が認める場合を除き、いつでも、当社取締役会が別に
定める日の到来日をもって、非適格者が有する本新株予約権の全部または一部（当社取締役会が別に定める
ところによる。）を取得し、これと引換えに、当該本新株予約権1個につき(a)(ア)特定大量保有者になったこ
とを示す公表がなされた日または(イ)特定大量買付者となる公開買付開始公告を行った日のいずれか早い日
の直前の6ヶ月間の各取引日（終値のない日を除く。）における東京証券取引所における当社普通株式の普通
取引の終値（気配表示を含む。）を算術平均した額（ただし、当社の株式分割、株式併合そのほか交付する対
価の額の調整が必要とされるような事由が生じたと当社取締役会が合理的に認める場合には、適切な調整が
行われる。）に0.5を乗じて得られる額（1円未満の端数は切り上げる。以下「本新株予約権取得対価額」とい
う。）に、(b)次に定める経過利息相当額を加えた額に相当する金銭を交付することができる。当社はかかる本
新株予約権の取得を複数回に分けて行うことができる。また、非適格者が複数存在する場合、非適格者が有す
る本新株予約権の一部を取得するときは、各非適格者の所有する本新株予約権の数に応じた按分比例の方法
により行う。なお、経過利息相当額とは、本新株予約権1個につき、(i)当該本新株予約権に係る本新株予約権取
得対価額に関し、非適格者が当該本新株予約権の新株予約権者になった日（同日を含む。）から、金銭を対価
とする当該本新株予約権の取得が行われる日の前日（同日を含む。）までの期間について年率1.50％（複
利）で計算される額（1事業年度に満たない期間についてはかかる期間の実日数を分子とし、365を分母とす
る分数を乗じることにより算出した額とし、円位未満小数第1位まで算出し、その小数第1位を四捨五入す
る。）として当社取締役会が合理的に認めた額をいう。

 

５．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分割、新設
分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、または株式移転完全子会社となる株式移転（以
下「組織再編行為」と総称する。）を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生時点において行使されておらず、
かつ当社により取得されていない本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分
割承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社または株式移転設立完全親会社（以下「再編当事会社」と
総称する。）は以下の条件に基づき本新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとする。ただし、本新株予
約権に代わる新たな新株予約権の交付に関し、以下の条件に沿う記載のある吸収合併契約、新設合併契約、吸収分
割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画の承認に関する議案につき当社株主総会の承認を受け
た場合に限るものとする。
①     新たに交付される新株予約権の数
本新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。
調整後の1個未満の端数は切り捨てる。

②     新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類
再編当事会社の同種の株式

③     新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数
組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の1株未満の端数は切り上げる。

④     新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の1円未満の端数は切り上げる。

⑤     新たに交付される新株予約権に係る行使期間、権利行使の条件、当該新株予約権の行使により株式を発行す
る場合における増加する資本金および資本準備金、組織再編行為の場合の新株予約権の交付および再編当事
会社による当該新株予約権の取得
上記「新株予約権の行使期間」、「新株予約権の行使の条件」、「新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格および資本組入額」ならびに「取得条項に関する事項」および「組織再編行為に伴
う新株予約権の交付に関する事項」に準じて、組織再編行為に際して決定する。

⑥     新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限
新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編当事会社の取締役会の承認を要する。なお、
譲渡人が日本国外に所在する者であって、上記(注)2の5)または6)の規定により本新株予約権を行使するこ
とができない者（非適格者を除く。）であるときは、再編当事会社の取締役会は、(注)3の①ないし④の事由
等を勘案して上記承認をするか否かを決定する。
 

６．本新株予約権の行使の方法等
1)本新株予約権の行使は、当社所定の新株予約権行使請求書に、行使する本新株予約権の内容および数、本新株
予約権を行使する日等の必要事項（当該本新株予約権者が非適格者に該当せず、非適格者のために行使しよ
うとしているものではないこと等の表明・保証条項および補償条項を含む。）を記載し、これに記名捺印した
うえ、必要に応じて別に定める本新株予約権行使に要する書類および会社法、金融商品取引法その他の法令お
よびその関連法規（日本証券業協会および本邦金融商品取引所の定める規則等を含む。）上その時々におい
て要求されるその他の書類（以下「添付書類」という。）を添えて、払込取扱場所に提出し、かつ、当該行使に
係る本新株予約権の行使に際して出資すべき金銭を払込取扱場所に払込むことにより行わなければならな
い。

2)本新株予約権の行使は、上記1)の規定に従い、行使に係る本新株予約権の新株予約権行使請求書および添付書
類のすべてが、払込取扱場所に到着した時になされたものとみなす。

 
（３）【ライツ・プランの内容】

「（２）新株予約権等の状況」に記載している。
 

　（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】
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年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減
額
 
（百万円）

資本金残高
 
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成19年12月１日 － 27,500 － 11,392 29 9,842

（注）資本準備金の増加は、株式交換に伴う自己株式割当によるものである。
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　（５）【大株主の状況】

平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

財団法人澁谷学術文化スポーツ振興財団 石川県金沢市武蔵町17番８号 2,282 8.30

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 2,201 8.01

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,600 5.82

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 1,600 5.82

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１番地 1,508 5.49

澁谷工業取引先持株会 石川県大豆田本町甲58番地 1,364 4.96

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,238 4.51

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18番24号 1,120 4.07

サッポロビール株式会社 東京都渋谷区恵比寿４丁目20番１号 971 3.53

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 925 3.36

計 ― 14,813 53.87

 
　（６）【議決権の状況】
　　　①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
普通株式　　475,600

－ －

（相互保有株式）
普通株式　　　　100

－  

完全議決権株式（その他）
普 通 株 式
27,004,200

270,042 －

単元未満株式 普通株式 　　20,415 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　　　　 27,500,315 － －

総株主の議決権 － 270,042 －

　　　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式等156株が含まれている。
 
　　　②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）      

澁谷工業株式会社
（相互保有株式）
シブヤマシナリー株式会

社

金沢市大豆田本町甲58番
地
 
金沢市北安江４丁目13番５

号

475,600
 
100

－
 
－

475,600
 
100

1.73
 
0.00

計 － 475,700 － 475,7001.73
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２【株価の推移】
 
　　　【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 1,000 1,024 946 1,001 968 948

最低（円） 955 918 885 900 820 817

　　　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
 
 
３【役員の状況】
 
　　　前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はない。
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第５【経理の状況】
 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号、以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　　　なお、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成している。

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号、以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　　　なお、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

いる。

 

２．監査証明について

当社は、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）および前中間会計期間（平成18年７月

１日から平成18年12月31日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期間（平成19年７月

１日から平成19年12月31日まで）および当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は金融商品

取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表ならびに中間財務諸表について、明澄監査法人に

より中間監査を受けている。
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１【中間連結財務諸表等】
 
（１）【中間連結財務諸表】
　 ①【中間連結貸借対照表】
 

 

 

 
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

(平成18年12月31日現在)(平成19年12月31日現在)(平成19年６月30日現在)

区分
注記

金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)番号

（資産の部）  

 

  

 

  

 

  

Ⅰ 流動資産

 

 

 

 

 

  

1.現金及び預金 5,315 7,533 7,866  

2.受取手形及び売掛金 ※４ 17,616  15,848  20,142  

3.たな卸資産  9,452  9,792  6,510  

4.繰延税金資産  267  374  259  

5.その他  413  643  468  

 貸倒引当金  △15  △3  △5  

 流動資産合計  33,04854.4  34,19054.2  35,24156.3

Ⅱ 固定資産           

1.有形固定資産 ※１  

 

  

 

  

 

 

(1)建物及び構築物  7,285  8,011  7,057  

(2)機械装置及び運搬具  1,385  1,471  1,342  

(3)土地  7,251  7,283  7,251  

(4)建設仮勘定  40  48  279  

(5)その他  1,00616,969  1,17117,987  99616,927  

2.無形固定資産           

(1)のれん  1,007   1,761   925   

(2)その他  465 1,472  426 2,187  457 1,383  

3.投資その他の資産   

 

  

 

  

 

 

(1)投資有価証券  6,670  6,119  6,534  

(2)長期貸付金  22  12  15  

(3)繰延税金資産  1,837  1,875  1,782  

(4)その他  734  774  776  

 貸倒引当金  △55 9,209  △60 8,721  △63 9,045  

 固定資産合計   27,65045.6  28,89745.8  27,35643.7

 資産合計   60,699100.0  63,087100.0  62,598100.0
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前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

(平成18年12月31日現在)(平成19年12月31日現在)(平成19年６月30日現在)

区分
注記

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)番号

（負債の部）  

 

  

 

  

 

  

Ⅰ 流動負債   

 

    

1.支払手形及び買掛金 ※４ 12,063 12,482  12,309  

2.一年内償還予定社債  －  200  200  

3.短期借入金  4,537  4,282  4,838  

4.未払法人税等  392  107  341  

5.賞与引当金  208  217  267  

6.役員賞与引当金  7  －  －  

7.その他  4,024  6,372  4,751  

 流動負債合計  21,23335.0 23,66237.5 22,70936.3

Ⅱ 固定負債   

 

    

1.社債  200 －  －  

2.長期借入金  2,454  2,903  2,053  

3.退職給付引当金  6,260  6,310  6,400  

4.役員退職引当金  281  285  283  

5.繰延税金負債  0  0  0  

6.その他  33  28  32  

 固定負債合計  9,23015.2 9,52815.1 8,76914.0

 負債合計  30,46450.2 33,19152.6 31,47950.3

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

1.資本金  11,39218.8 11,39218.1 11,39218.2

2.資本剰余金  9,81216.1 9,84215.6 9,81215.7

3.利益剰余金  8,30213.7 8,72913.8 9,16314.6

4.自己株式  △1,009△1.7 △427△0.7 △1,009△1.6

 株主資本合計  28,49846.9 29,53646.8 29,35846.9

Ⅱ 評価・換算差額等     

1.その他有価証券評価差額金   753 1.2  281 0.4  724 1.1

2.為替換算調整勘定  △20 △0.0 △22 △0.0 △7 △0.0

 評価・換算差額等合計  733

1,004

1.2 259

100

0.4 717

1,042

1.1

Ⅲ 少数株主持分  1.7

49.8

0.2

47.4

1.7

 純資産合計 30,235 29,896 31,11849.7

 負債純資産合計  60,699100.0 63,087100.0 62,598100.0
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②【中間連結損益計算書】
  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度の

要約連結損益計算書
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日
　至 平成18年12月31日)　至 平成19年12月31日)　至 平成19年６月30日)

区分
注記

金額(百万円)
百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)番号

Ⅰ　売上高   21,830100.0  21,290100.0  50,766100.0

Ⅱ　売上原価   17,73581.2  17,92484.2  41,69982.1

 売上総利益   4,09418.8  3,36615.8  9,06617.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1  3,14114.4  3,35115.7  6,51312.9

 営業利益   953 4.4  14 0.1  2,5535.0

Ⅳ　営業外収益           

1.受取利息  6   11   15   

2.受取配当金  25   31   88   

3.投資有価証券売却益  76   8   169   

4.負ののれん償却額  2   0   2   

5.持分法による投資利益  7   5   19   

6.その他  56 175 0.8 81 139 0.6 166 461 0.9

Ⅴ　営業外費用           

1.支払利息  58   66   114   

2.手形売却損  15   13   35   

3.投資有価証券売却損  3   11   4   

4.たな卸資産評価損  71   42   136   

5.その他  34 182 0.9 41 175 0.8 109 400 0.8

 経常利益   945 4.3  △21 △0.1  2,6145.1

Ⅵ　特別利益           

1.固定資産売却益 ※2 0   1   1   

2.投資有価証券売却益  －   11   －   

3.国庫補助金等  8   －   118   

4.貸倒引当金戻入  35   1   35   

5.その他  2 46 0.3 － 14 0.1 2 156 0.3

Ⅶ　特別損失           

1.固定資産売却損 ※3 4   0   5   

2.固定資産処分損  7   10   65   

3.投資有価証券評価損  －   110   －   

4.役員退職慰労金  6   －   6   

5.損害補償損失金  －   54   20   

6.子会社整理損失  －   9   －   

7.その他  0 19 0.1 － 184 0.9 10 107 0.2

 
税金等調整前中間(当期)純利益

又は税金等調整前中間純損失(△)
  973 4.5  △192△0.9  2,6635.2

 法人税、住民税及び事業税  470   68   1,034   

 法人税等調整額  △19 451 2.1 72 141 0.6 48 1,0832.1

 
少数株主利益又は

少数株主損失(△)
  108 0.5  △30 △0.1  174 0.3

 
中間（当期）純利益

又は中間純損失(△)
  413 1.9  △302△1.4  1,4052.8
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
　　　 前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

（単位：百万円）

 株主資本 評価・換算差額等
少数株主持
分資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

為替換算調
整勘定

平成18年６月30日残高 11,392 9,812 8,021△1,008 28,217 654 △28 937

中間連結会計期間中の変
動額

        

剰余金の配当   △131  △131    

中間純利益   413  413    

自己株式の取得    △0 △0    

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額（純額）

     99 7 66

中間連結会計期間中の変
動額合計

－ － 281 △0 281 99 7 66

平成18年12月31日残高 11,392 9,812 8,302△1,009 28,498 753 △20 1,004
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　　　 当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）
（単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年６月30日残高 11,392 9,812 9,163 △1,009 29,358

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △131  △131

中間純損失   △302  △302

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  0  582 582

株式交換による増加  29   29

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額）

     

中間連結会計期間中の変動額合
計

－ 29 △434 582 177

平成19年12月31日残高 11,392 9,842 8,729 △427 29,536

 

 評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

 
その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額
等合計

平成19年６月30日残高 724 △7 717 1,042 31,118

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △131

中間純損失     △302

自己株式の取得     △0

自己株式の処分     582

株式交換による増加     29

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額）

△443 △15 △458 △941 △1,400

中間連結会計期間中の変動額合
計

△443 △15 △458 △941 △1,222

平成19年12月31日残高 281 △22 259 100 29,896
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　　　 前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）
（単位：百万円）

 株主資本 評価・換算差額等
少数株主持
分資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

為替換算調
整勘定

平成18年６月30日残高 11,392 9,812 8,021△1,008 28,217 654 △28 937

連結会計年度中の変動額         

剰余金の配当   △263  △263    

当期純利益   1,405  1,405    

自己株式の取得    △0 △0    

自己株式の売却    0 0    

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額（純額）

     70 21 104

連結会計年度中の変動額
合計

－ － 1,141 △0 1,141 70 21 104

平成19年６月30日残高 11,392 9,812 9,163△1,009 29,358 724 △7 1,042
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　　④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日

　至 平成18年12月31日)　至 平成19年12月31日)　至 平成19年６月30日)

区分
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 

   

 
税金等調整前中間(当期)純利益
又は税金等調整前中間純損失(△)  

973 △192 2,663

 減価償却費  612 717 1,272

 のれん償却額  65 101 147

 退職給付引当金の増減額(減△)  24 △89 164

 役員退職引当金の増減額(減△)  △2 2 △0

 貸倒引当金の増減額(減△)  △31 △4 △34

 賞与引当金の増減額(減△)  △51 △50 8

 受取利息及び受取配当金  △32 △42 △104

 支払利息  58 66 114

 持分法による投資損益  △7 △5 △19

 投資有価証券売却損益等  △73 △9 △165

 有形固定資産処分損  8 5 43

 投資有価証券評価損  － 110 9

 売上債権の増減額(増△)  △2,072 4,268 △4,582

 前受金の増減額(減△)  419 1,725 △308

 たな卸資産の増減額(増△)  △3,035 △3,292 △67

 仕入債務の増減額(減△)  1,812 183 2,055

 未払費用の増減額(減△)  － △1,178 －

 役員賞与の支払額  △10 － －

 その他（純額）  △978 △49 256

小計
 

△2,320 2,266 1,449

 利息及び配当金の受取額  34 45 102

 利息の支払額  △52 △67 △107

 法人税等の支払額  △637 △415 △1,337

営業活動によるキャッシュ・フロー
 

△2,975 1,829 107

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 

   

 定期預金の預入による支出  △691 △3,191 △1,105

 定期預金の払出による収入  591 1,991 1,205

 投資有価証券の取得による支出  △686 △578 △2,013

 投資有価証券の売却による収入  675 157 2,198

 有形固定資産の取得による支出  △451 △585 △940

 無形固定資産の取得による支出  △80 △100 △152

 子会社株式の追加取得による支出  △39 △1,234 △39

 その他（純額）  15 6 110

投資活動によるキャッシュ・フロー  △667 △3,535 △736
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日

　至 平成18年12月31日)　至 平成19年12月31日)　至 平成19年６月30日)

区分
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

   

 短期借入れによる収入  4,008 1,524 5,661

 短期借入金の返済による支出  △2,704 △2,164 △4,038

 長期借入れによる収入  － 1,340 －

 長期借入金の返済による支出  △198 △383 △628

 自己株式の取得による支出  △0 △0 △0

 自己株式の売却による収入  － 0 0

 配当金の支払額  △131 △131 △263

 少数株主への配当金の支払額  － － △26

財務活動によるキャッシュ・フロー
 

973 184 702

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額
 

9 △11 16

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
 

△2,660 △1,532 90

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高
 

7,220 7,311 7,220

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※ 4,559 5,778 7,311

     

 
 
　　次へ
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（セグメント情報）
 
【事業の種類別セグメント情報】

 
前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 
パッケージングプ
ラント事業
（百万円）

メカトロシステム
事業
（百万円）

 
計

（百万円）

 
消去又は全社
（百万円）

 
連結

（百万円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 16,532 5,297 21,830 － 21,830

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

128 195 323 △323 －

計 16,661 5,493 22,154 △323 21,830

営業費用 14,813 5,677 20,490 386 20,877

営業利益又は営業損失（△） 1,848 △184 1,663 △710 953

 
当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 
パッケージングプ
ラント事業
（百万円）

メカトロシステム
事業
（百万円）

 
計

（百万円）

 
消去又は全社
（百万円）

 
連結

（百万円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 16,019 5,271 21,290 － 21,290

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

88 171 260 △260 －

計 16,108 5,442 21,551 △260 21,290

営業費用 15,040 5,706 20,746 530 21,276

営業利益又は営業損失（△） 1,068 △263 804 △790 14

 
前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年6月30日）

 
パッケージングプ
ラント事業
（百万円）

メカトロシステム
事業
（百万円）

 
計

（百万円）

 
消去又は全社
（百万円）

 
連結

（百万円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 39,322 11,443 50,766 － 50,766

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

257 376 633 △633 －

計 39,579 11,820 51,399 △633 50,766

営業費用 35,372 12,059 47,431 781 48,213

営業利益又は営業損失（△） 4,207 △239 3,967 △1,414 2,553

 
 
（注）1．事業区分の方法
　　　　 製品の種類の類似性を考慮し、事業区分を行っている。

 
2．各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

パッケージングプラント事業
洗浄機、殺菌機、充填機、キャッピング機、ラベル貼機、函入函出積荷機、コンベ
ア、製函機、函詰封かん機、農業用選果・選別システムなど

メカトロシステム事業

レーザ加工機やレーザマーキングシステムなどのレーザ応用システム、ハン
ダボールマウンタなどの半導体製造システム、レーザ手術および治療装置や
人工透析システムなどの医療機器、発酵処理機やろ過脱水機などの環境設備
システム、高速混気ジェット洗浄機など
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3．「消去又は全社」に含めた金額および主な内容は、以下のとおりである。

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 主な内容

消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額（百万円）

709 791 1,413

提出会社における管理部
門（総務部、人事部、経理
部等）に係る費用であ
る。

 
4．会計処理の変更等

(当中間連結会計期間)

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４．会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、当社

および国内連結子会社は、当中間連結会計期間より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産のうち改正前の

法人税法に基づく償却可能限度額に達したものについて、その翌連結会計年度から５年間にわたり均等償却する方法

によっている。この結果、従来の方法によった場合に比べ「パッケージングプラント事業」の営業費用が13百万円、

「メカトロシステム事業」の営業費用が５百万円、「消去又は全社」の営業費用が１百万円それぞれ増加している。

 

(前連結会計年度)

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関

する会計基準」を適用しており、この結果、従来の方法によった場合と比べ「消去又は全社」の営業費用が50百万円

増加している。また、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項 (3)重要な

引当金の計上基準」に記載のとおり、役員退職金は、従来、支出時の費用として処理していたが、当連結会計年度より

内規に基づく期末要支給額を役員退職引当金として計上する方法に変更している。これにより「消去又は全社」の営

業費用は５百万円増加している。

 
 
 
【所在地別セグメント情報】
 

　　前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）
　　　全セグメントの売上高の合計に占める本邦内の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。
 

　　当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）
　　　全セグメントの売上高の合計に占める本邦内の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。

 
　　前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）
　　　全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦内の割合が、いずれも90％を超えるた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略している。
 
 

【海外売上高】
 
　　前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,487 743 394 2,624

Ⅱ　連結売上高（百万円）    21,830

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 6.8 3.4 1.8 12.0

（注）1．国又は地域の区分方法は、地理的近接度によっており、各区分に属する主な国又は地域は次のとおりである。
（1）ア　 ジ　 ア　………　中国・台湾・韓国・フィリピン
（2）北　　　　米　………　米国・カナダ
（3）その他の地域　………　中南米・欧州

　　　2．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、連結会社間の内部売上高を除
く）である。
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　　当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,150 1,135 387 3,672

Ⅱ　連結売上高（百万円）    21,290

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.1 5.3 1.8 17.2

（注）1．国又は地域の区分方法は、地理的近接度によっており、各区分に属する主な国又は地域は次のとおりである。
（1）ア　 ジ　 ア　………　中国・韓国・台湾
（2）北　　　　米　………　米国
（3）その他の地域　………　中南米・欧州

　　　2．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、連結会社間の内部売上高を除
く）である。

 
　　前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 5,602 2,118 796 8,517

Ⅱ　連結売上高（百万円）    50,766

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 11.0 4.2 1.6 16.8

（注）1．国又は地域の区分方法は、地理的近接度によっており、各区分に属する主な国又は地域は次のとおりである。
（1）ア　 ジ　 ア　………　中国・韓国・タイ
（2）北　　　　米　………　米国・カナダ
（3）その他の地域　………　中南米・欧州・大洋州

　　　2．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、連結会社間の内部売上高を除
く）である。
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（企業結合等関係）
 

前中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日）

　　
　　―

 
（共通支配下の取引等）
１．結合当事企業の名称およびその事業の
内容、企業結合の法的形式、結合後企業
の名称並びに取引の目的を含む取引の
概要

（1）結合当事企業の名称およびその事業の
内容
シブヤマシナリー株式会社
（パッケージングプラント事業およ
びメカトロシステム事業に係る製品
の製造販売）

（2）企業結合の法的形式
共通支配下の取引
（株式交換による完全子会社化）

（3）結合後企業の名称
結合後企業の名称に変更はない。

（4）取引の目的を含む取引の概要
事業環境の変化に機動的かつ柔軟に
対応すべく、連結グループ内における
迅速な意思決定を可能とするために、
株式交換によりシブヤマシナリー株式
会社を完全子会社とした。

２．実施した会計処理の概要
企業結合に係る会計基準に基づき、共通
支配下の取引等のうち少数株主との取引に
係る会計処理を行っている。
３．子会社株式の追加取得に関する事項
（1）取得原価およびその内訳

取得の対価(当社株式）582百万円
取得原価　　　　 　　582百万円

（2）株式の種類別の交換比率およびその算
定方法ならびに交付株式数およびその
評価額
① 株式の種類および交換比率

普通株式
澁谷工業株式会社　１：
シブヤマシナリー株式会社　432

② 交換比率の算定方法
当社は、第三者機関である大和証
券株式会社に株式価値の算定を依頼
し、当社の株式価値については市場
株価法による分析を行い、シブヤマ
シナリー株式会社の株式価値につい
てはＤＣＦ法（ディスカウンティッ
ド・キャッシュ・フロー法）および
類似会社比較法による分析を行っ
た。その算定結果を参考に、両社によ
る交渉・協議を重ね、株式交換比率
の合意をしている。

③ 交付株式数およびその評価額
交付株式数 　　　648,993株
評価額 　　　　　612百万円

（3）発生したのれんまたは負ののれんの金
額、発生原因、償却の方法および償却期
間
① のれんの金額　　　 321百万円
② 発生原因

企業結合時の時価純資産が取得原
価を下回ったため

③ 償却の方法および償却期間
10年間で均等償却
 

　　
　　―
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（１株当たり情報）
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
（自 平成18年７月１日 （自 平成19年７月１日 （自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日） 至 平成19年12月31日） 至 平成19年６月30日）

 
　１株当たり純資産額　　1,108円23銭
　１株当たり中間純利益　　 15円67銭
 
　 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利
益については、潜在株式がないため記載し
ていない。
 

 
　１株当たり純資産額　　1,102円52銭
　１株当たり中間純損失　　 11円41銭
 
　 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利
益については、希薄化効果を有している潜
在株式がないため記載していない。
 

 
　１株当たり純資産額　　1,140円27銭
　１株当たり当期純利益　　 53円29銭
 
　 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、潜在株式がないため記載し
ていない。
 

 
（注）１．1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
（平成18年12月31日） （平成19年12月31日） （平成19年６月30日）

純資産の部の合計額 30,235百万円 29,896百万円 31,118百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 1,004百万円 100百万円 1,042百万円

（うち少数株主持分） （1,004百万円） （100百万円） （1,042百万円）
普通株式に係る中間期末(期末)の純資産
額

29,231百万円 29,795百万円 30,076百万円

中間期末(期末)の普通株式の数 26,376千株 27,024千株 26,376千株

 
２．１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
（自 平成18年７月１日 （自 平成19年７月１日 （自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日）至 平成19年12月31日）至 平成19年６月30日）

中間(当期)純利益又は中間純損失(△) 413百万円 △302百万円 1,405百万円

普通株式に係る中間(当期)純利益
又は中間純損失(△)

413百万円 △302百万円 1,405百万円

普通株式の期中平均株式数 26,376千株 26,485千株 26,376千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後1株当たり中間純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

－
新株予約権

(信託型ライツ・プラン)
40,150千株

－
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(重要な後発事象)
 

前中間連結会計期間
（自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日）

　　
　　―

 
当社は、平成20年１月18日付で民事再生
手続中の株式会社マキ製作所との間で事業
譲渡契約を締結し、同社事業の受け皿会社
として新たに子会社を設立し、平成20年４
月１日付で同社から有形・無形固定資産、
たな卸資産と全ての営業権を譲受ける予定
である。
１．設立した子会社の概要
（1）商号

静岡シブヤ精機株式会社
（2）設立年月日

平成20年２月15日
（3）資本金の額

450百万円
（4）発行済株式数

９千株
（5）当社との関係

100％出資子会社
（6）主な事業内容
① 農業用設備機器の製造販売
② 自動包装梱包機械ならびに荷役運搬
・設備の製造販売

③ 産業・一般廃棄物処理装置の製造販
売

２．子会社設立の趣旨
当社グループでは、既に農業用設備事業
に進出しているが、株式会社マキ製作所の
事業を譲受けることにより技術と営業の強
化が図られ、農業をはじめとする客先業界
の発展により大きく貢献することを通じ
て、当社グループ全体の業容拡大が期待で
きる。
３．事業譲受けの相手先の商号及び事業の
内容

（1）商号
株式会社マキ製作所

（2）事業の内容
① 農業における果実、野菜・花卉類の集
出荷選別荷包装設備ならびにクール
システム付貯留施設、養蚕の自動飼育
プラントの設計製作

② 産業用各種製・封函機、ケーサー、ラ
インフィーダ他コンベアーラインの
設計製作

③ 各種冷間ロール成型部材の製造販売
 

　　
　　―
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前中間連結会計期間

（自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日）

 　
４．事業譲受けの主な内容
（1）事業の譲受日

平成20年４月１日（予定）
（2）譲受ける資産等

有形・無形固定資産、たな卸資産と
全ての営業権の譲受価格は30億円で
ある。

（3）譲受価格の調整
① 上記譲受価格には、たな卸資産が825
百万円含まれており、このたな卸資
産の額は、平成19年９月30日現在の
同社の清算貸借対照表の簿価であ
り、最終的には譲受日以後に両社協
議のうえ確定する。よって、確定した
たな卸金額と825百万円との差額は、
譲受価格を増減し調整する。

② 従業員は、退職金を清算のうえ新会
社へ転籍するか、清算せずそのまま
引き継ぐかは同社と別途協議する。
もし清算せず引き継ぐ場合には、当
該譲受価格より、引き継ぐ要支給額
（会社都合）を減額する。

③ たな卸資産及び有形・無形固定資産
以外で引き継ぐ資産・負債があれ
ば、その額も譲受価格を調整する。

５．事業譲受けのその他重要な特約等
事業譲渡契約書は、下記の各条件がすべ
て充足されない限り、遡及的に効力を失う
ものとしている。
（1）静岡地方裁判所浜松支部平成19年(再)

第２号再生手続開始申立事件の手続で
定められた民事再生法第42条第１項の
裁判所の許可（事業譲渡の許可）およ
び同法第43条第１項の裁判所の許可
（株主総会決議の代替許可）が得られ
ていること。

（2）本件事業譲渡につき、公正取引委員会
から私的独占の禁止及び公正取引の確
保に関する法律（昭和22年法律第54
号）第17条の２に基づく措置のための
勧告または審判開始決定がなされてい
ないこと。

 

 

 
 
 
 
 
（２）【その他】
 
　　　　該当事項はない。
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２【中間財務諸表等】
 
（１）【中間財務諸表】
　　①【中間貸借対照表】
 

前中間会計期間末
（平成18年12月31日現在）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日現在）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日現在）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産   

 

  

 

  

 

 

1. 現金及び預金  4,014  6,171  6,581  

2. 受取手形 ※4 1,082  1,692  2,492  

3. 売掛金  15,437  13,286  15,587  

4. たな卸資産  6,871  7,083  4,798  

5. その他  472  470  454  

貸倒引当金  △4  △1  △1  

流動資産合計   27,87553.5  28,70351.9  29,91355.5

Ⅱ　固定資産   

 

  

 

  

 

 

1. 有形固定資産 ※1       

（1）建物  5,625  6,407  5,448  

（2）土地  5,670  5,703  5,670  

（3）その他  2,044  2,176  2,165  

有形固定資産合計  13,340  14,287  13,284  

2. 無形固定資産  378  293  330  

3. 投資その他の資産        

（1）投資有価証券  8,421  9,707  8,278  

（2）その他  2,152  2,390  2,125  

　 　貸倒引当金  △40  △41  △41  

　 投資その他の資産合計  10,533  12,057  10,362  

　 固定資産合計   24,25246.5  26,63848.1  23,97744.5

　 資産合計   52,127100.0  55,341100.0  53,890100.0
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 前中間会計期間末

（平成18年12月31日現在）
当中間会計期間末

（平成19年12月31日現在）
前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日現在）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）   

 

  

 

  

 

 

Ⅰ　流動負債        

1. 支払手形  479  265  359  

2. 買掛金  11,961  12,015  13,206  

3. １年内に返済予定の長
期借入金 

 373  535  373  

4. 未払法人税等  342  41  294  

5. 前受金  1,171  2,058  271  

6. 賞与引当金  146  155  156  

7. その他  1,745  2,948  2,793  

　 流動負債合計   16,21931.1  18,02032.6  17,45532.4

Ⅱ　固定負債   

 

  

 

  

 

 

1. 長期借入金  1,084  1,849  897  

2. 退職給付引当金  5,711  5,737  5,833  

3. 役員退職引当金  275  262  276  

4. 債務保証損失引当金  172  173  150  

　 固定負債合計   7,24413.9  8,02214.5  7,15813.3

　 負債合計   23,46345.0  26,04247.1  24,61345.7

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

1. 資本金   11,39221.9  11,39220.6  11,39221.1

2. 資本剰余金           

（1）資本準備金  9,812   9,842   9,812   

（2）その他資本剰余金  －   0   －   

資本剰余金合計   9,81218.8  9,84217.8  9,81218.2

3. 利益剰余金           

（1）利益準備金  662   662   662   

（2）その他利益剰余金           

配当準備積立金  1,300   1,600   1,300   

固定資産圧縮積立金  659   685   700   

特別償却準備金  6   1   2   

別途積立金  4,500   5,000   4,500   

繰越利益剰余金  560   194   1,154   

利益剰余金合計   7,68814.7  8,14414.7  8,32015.5

4. 自己株式   △1,009△1.9  △427△0.8  △1,009△1.9

株主資本合計   27,88453.5  28,95152.3  28,51552.9

Ⅱ　評価・換算差額等           

1. その他有価証券評価差額金   779   346   761  

評価・換算差額等合計   779 1.5  346 0.6  761 1.4

純資産合計   28,66355.0  29,29852.9  29,27654.3

負債純資産合計   52,127100.0  55,341100.0  53,890100.0
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②【中間損益計算書】

 
前中間会計期間 当中間会計期間

前事業年度の
要約損益計算書

（自 平成18年７月１日 （自 平成19年７月１日 （自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日）至 平成19年12月31日）至 平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  

 

18,274100.0

 

17,664100.0

 

42,928100.0

Ⅱ 売上原価 ※1 15,68385.8 15,28486.5 37,00786.2

売上総利益
 

2,59114.2 2,38013.5 5,92013.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 2,07011.3 2,24912.8 4,35310.1

営業利益
 

521 2.9 130 0.7 1,5663.7

Ⅳ 営業外収益 ※2 209 1.1 160 0.9 543 1.3

Ⅴ 営業外費用 ※1、3 119 0.7 96 0.5 279 0.7

経常利益  611 3.3 194 1.1 1,8314.3

Ⅵ 特別利益 ※4 56 0.3 12 0.1 190 0.4

Ⅶ 特別損失 ※5 114 0.6 153 0.9 197 0.5

税引前中間(当期)純利益

 

554 3.0 52 0.3 1,8244.2

法人税、住民税及び事業税 306   6   750   

法人税等調整額 △14 292 1.6 90 96 0.5 48 798 1.8

中間(当期)純利益
又は中間純損失（△）
 

 
261 1.4

 
 

△43 △0.2
 

 
1,0252.4
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③【中間株主資本等変動計算書】
前中間会計期間（自 平成18年７月１日　至 平成18年12月31日）

（単位：百万円）

 

株主資本
評価・換

算差額等

資本金

資本

剰余金
利益剰余金

自己

株式

株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金
資本

準備金

利益

準備金

その他利益剰余金

配当準

備積立

金

固定資

産圧縮

積立金

特別償

却準備

金

別途

積立金

繰越利

益剰余

金

平成18年６月30日残高 11,3929,8126621,200668 9 4,100917△1,00827,754 697

中間会計期間中の変動

額
           

固定資産圧縮積立金

の積立
    4   △4  －  

固定資産圧縮積立金

の取崩
    △14   14  －  

特別償却準備金の取

崩
     △3  3  －  

剰余金の配当        △131  △131  

配当準備積立金の積

立
   100    △100  －  

別途積立金の積立       400△400  －  

中間純利益        261  261  

自己株式の取得         △0 △0  

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額(純額)

          81

中間会計期間中の変動

額合計
－ － － 100 △9 △3 400△356 △0 129 81

平成18年12月31日残高11,3929,8126621,300659 6 4,500560△1,00927,884 779
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当中間会計期間（自 平成19年７月１日　至 平成19年12月31日）

（単位：百万円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その
他資
本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

配当準
備積立
金

固定資産圧縮積立金

特別
償却
準備
金

別途
積立金

繰越利
益剰余
金

平成19年６月30日残
高

11,3929,812－ 9,8126621,300 700 2 4,5001,1548,320

中間会計期間中の変
動額

           

固定資産圧縮積立
金の取崩

      △15   15 －

特別償却準備金の
取崩

       △1  1 －

剰余金の配当          △131△131

配当準備積立金の
積立

     300    △300 －

別途積立金の積立         500△500 －

中間純損失          △43 △43

自己株式の取得            

自己株式の処分   0 0        

株式交換による増
加

 29  29        

株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額（純
額）

           

中間会計期間中の変
動額合計

－ 29 0 29 － 300 △15 △1 500△959△175

平成19年12月31日残
高

11,3929,8420 9,8426621,600 685 1 5,0001948,144

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

 

自己株式
株主資本
合計

有価証
券評価
差額金

評価・
換算差
額等合
計

 

平成19年６月30日残
高

△1,00928,515761 761 29,276 

中間会計期間中の変
動額

      

固定資産圧縮積立
金の取崩

 －   －  

特別償却準備金の
取崩

 －   －  

剰余金の配当  △131   △131 

配当準備積立金の
積立

 －   －  

別途積立金の積立  －   －  

中間純損失  △43   △43 

自己株式の取得 △0 △0   △0 

自己株式の処分 582 582   582 

株式交換による増
加

 29   29 

株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額（純
額）

  △414△414 △414 

中間会計期間中の変
動額合計

582 436 △414△414 21 

平成19年12月31日残
高

△42728,951346 346 29,298 
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前事業年度（自 平成18年７月１日　至 平成19年６月30日）

（単位：百万円）

 

株主資本
評価・換

算差額等

資本金

資本

剰余金
利益剰余金

自己

株式

株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金
資本

準備金

利益

準備金

その他利益剰余金

配当準

備積立

金

固定資

産圧縮

積立金

特別償

却準備

金

別途

積立金

繰越利

益剰余

金

平成18年６月30日残高 11,3929,8126621,200668 9 4,100917△1,00827,754697

事業年度中の変動額            

固定資産圧縮積立金

の積立
    63   △63  －  

固定資産圧縮積立金

の取崩
    △31   31  －  

特別償却準備金の取

崩
     △6  6  －  

剰余金の配当        △263  △263  

配当準備積立金の積

立
   100    △100  －  

別途積立金の積立       400△400  －  

当期純利益        1,025  1,025  

自己株式の取得         △0 △0  

自己株式の処分         0 0  

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額(純額）

          63

事業年度中の変動額合

計
－ － － 100 32 △6 400 236 △0 760 63

平成19年６月30日残高 11,3929,8126621,300700 2 4,5001,154△1,00928,515761

 
 
　　次へ
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第６【提出会社の参考情報】
 
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。
 

 
（1）有価証券報告書

及びその添付書類

 
（　事業年度　自 平成18年７月１日
（第59期）　至 平成19年６月30日　）

 
平成19年９月26日
関東財務局長に提出。

 
（2）有価証券報告書

の訂正報告書

 
（　事業年度　自 平成18年７月１日
（第59期）　至 平成19年６月30日　）

 
平成19年10月19日
関東財務局長に提出。

 
（3）臨時報告書

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６
号の２（株式交換による完全子会社化）の規定に基づ
く臨時報告書

 
平成19年10月23日
関東財務局長に提出。

 
（4）臨時報告書

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第16
号（事業の譲受け）の規定に基づく臨時報告書

 
平成20年１月23日
関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はない。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
 

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日
　至 平成18年12月31日) 　至 平成19年12月31日) 　至 平成19年６月30日)

 
1.
 
連結の範囲に
関する事項

 
連結子会社の数　　11社

　　連結子会社名
　　 シブヤマシナリー㈱
　　 シブヤシーエス㈱
　　 シブヤホップマンコーポレーション

(旧社名：ホップマンコーポレー
ション）

　　 ㈱テクノ工業
　　 エスアイ精工㈱
　　 シブヤ機工㈱(旧社名：エス・ビー

・ワイ機工㈱)
　　 ㈱ニーク
　　 シブヤホールディングスコーポレー

ション
　　 シブヤインターナショナルインコー

ポレーテッド
　　 シブヤ精工㈱
　　 シブヤＥＤＩ㈱
 

 
連結子会社の数　　10社

　　連結子会社名
　　 シブヤマシナリー㈱
　　 シブヤシーエス㈱
　　 シブヤホップマンコーポレーション
　　 ㈱テクノ工業
　　 エスアイ精工㈱
　　 シブヤ機工㈱
　　 ㈱ニーク
　　 シブヤホールディングスコーポレー

ション
　　 シブヤ精工㈱
　　 シブヤＥＤＩ㈱

シブヤインターナショナルイン
コーポレーテッドは、当中間連結会
計期間において清算結了している。

 

 
連結子会社の数　　11社

　　主要な連結子会社は、「第１ 企業の
概況 ４.関係会社の状況」に記載し
ているため省略した。

 

 
2.
 
持分法の適用
に関する事項
 

 
持分法適用の関連会社数

２社
会社名
金沢システムハウス㈱
ホップマンプロパティズゼネラ
ルパートナーシップ

 

 
　　同　左
 

 
　　同　左
 

 
3.
 
連結子会社の
(中間)決算日
等に関する事
項
 
 
 
 
 
 

 
　 連結子会社の中間決算日が中間連結
決算日と異なる会社は次のとおりで
ある。

会社名  中間決算日
シブヤマシナリー㈱  ９月30日 ※
シブヤインターナショ
ナルインコーポレー
テッド

 
３月31日 ※

エスアイ精工㈱  ９月30日 ※
※：中間連結決算日に中間決算に準ず

る仮決算を行った中間財務諸表
を基礎としている。

 

 
　 連結子会社の中間決算日が中間連結
決算日と異なる会社は次のとおりで
ある。

会社名  中間決算日
シブヤマシナリー㈱  ９月30日 ※
エスアイ精工㈱  ９月30日 ※
※：中間連結決算日に中間決算に準ず

る仮決算を行った中間財務諸表
を基礎としている。

 

 
　 連結子会社の決算日が連結決算日と
異なる会社は次のとおりである。

会社名  決算日

シブヤマシナリー㈱  ３月31日 ※
シブヤインターナショ
ナルインコーポレー
テッド

 
９月30日 ※

エスアイ精工㈱  ３月31日 ※
※：連結決算日に正規の決算に準ずる

仮決算を行った財務諸表を基礎
としている。
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日
　至 平成18年12月31日) 　至 平成19年12月31日) 　至 平成19年６月30日)

 
4.
 
会計処理基準
に関する事項

 
(1)重要な資産の評価基準及び評価
方法

　①有価証券
　　その他有価証券
　　 時価のあるもの
　　　中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

　　 時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

 
(1)重要な資産の評価基準及び評価
方法

　①有価証券
　　同　左　

 
(1)重要な資産の評価基準及び評価
方法

　①有価証券
　　その他有価証券
　　 時価のあるもの
　　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

　　 時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

  　②デリバティブ
　　時価法

　②デリバティブ
　　同　左

　②デリバティブ
　　同　左

  　③たな卸資産
　　原材料、貯蔵品
　　　総平均法による原価法
　　製品、仕掛品
　　　個別法による原価法
 

　③たな卸資産
　　同　左　

　③たな卸資産
　　同　左

  (2)重要な減価償却資産の減価償却
の方法

　①有形固定資産
　　定率法
　　なお、平成10年４月以降取得した建
物(建物附属設備は除く)および一
部の連結子会社については、定額法
によっている。

　主な耐用年数は以下のとおりである。
建物及び構築物　　 7～45年
機械装置及び運搬具 4～13年

(2)重要な減価償却資産の減価償却
の方法

　①有形固定資産
　　定率法
　　なお、平成10年４月以降取得した建
物(建物附属設備は除く)および一
部の連結子会社については、定額法
によっている。

　主な耐用年数は以下のとおりであ
る。
建物及び構築物　　 7～45年
機械装置及び運搬具 4～13年

（追加情報）
　　当社および国内連結子会社は、当中
間連結会計期間より、平成19年３月
31日以前に取得した有形固定資産
のうち改正前の法人税法に基づく
減価償却の方法の適用により償却
可能限度額に達したものについて、
その翌連結会計年度から５年間に
わたり均等償却する方法によって
いる。この結果、従来の方法によっ
た場合と比べ、営業利益および経常
利益がそれぞれ20百万円減少し、税
金等調整前中間純損失が20百万円
増加している。
なお、セグメント情報に与える影

響は、（セグメント情報）に記載し
ている。

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却
の方法

　①有形固定資産
　　定率法
　　なお、平成10年４月以降取得した建
物(建物附属設備は除く)および一
部の連結子会社については、定額法
によっている。

　主な耐用年数は以下のとおりである。
建物及び構築物　　 7～45年
機械装置及び運搬具 4～13年

  　②無形固定資産
　　定額法
　　なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間
(主として５年)に基づく定額法を
採用しており、市場販売目的のソフ
トウェアについては、見込販売数量
を勘案のうえ販売可能な有効期間
(３年以内)により償却している。

 

　②無形固定資産
　　定額法
　　なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間
(主として５年)に基づく定額法を
採用している。

 

　②無形固定資産
　　定額法
　　なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間
(主として５年)に基づく定額法を
採用しており、市場販売目的のソフ
トウェアについては、見込販売数量
を勘案のうえ販売可能な有効期間
(３年以内)により償却している。
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日
　至 平成18年12月31日) 　至 平成19年12月31日) 　至 平成19年６月30日)

 
 
 
 

 
(3)重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上してい
る。

 
(3)重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金
　　同　左

 
(3)重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金
　　同　左

  　②賞与引当金
　　従業員賞与の支給に備えるため、将
来の支給見込額のうち当中間連結
会計期間の負担額を計上している。

　②賞与引当金
　　同　左
　

　②賞与引当金
　　従業員賞与の支給に備えるため、将
来の支給見込額のうち当期の負担
額を計上している。

  
 
 
 
 
 

　③役員賞与引当金
　　役員賞与の支給に備えるため、一部
の連結子会社においては、支給見込
額に基づき当中間連結会計期間の
負担額を計上している。　　

　③－
 

　③－
 

  　④退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付
債務および年金資産の見込額に基
づき、当中間連結会計期間末におい
て発生していると認められる額を計
上している。

　　数理計算上の差異については、その
発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（12年）によ
る定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理することとしている。

　　過去勤務債務については、その発生
時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（12年）による定
額法により費用処理している。

　④退職給付引当金
　　同　左
 

　④退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付
債務および年金資産の見込額に基
づき、当連結会計年度末において発
生していると認められる額を計上
している。

　　数理計算上の差異については、その
発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（12年）によ
る定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度より費
用処理している。

　　過去勤務債務については、その発生
時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（12年）による定
額法により費用処理している。

 
 
 
 

　⑤役員退職引当金
　　役員退職金の支出に備えるため、内
規に基づく中間期末要支給額を計
上している。なお、一部の連結子会
社においては、役員退職金の内規を
定めていないため計上していない。

 

　⑤役員退職引当金
　　同　左

 

　⑤役員退職引当金
　　役員退職金の支出に備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上し
ている。なお、一部の連結子会社に
おいては、役員退職金の内規を定め
ていないため計上していない。
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日
　至 平成18年12月31日) 　至 平成19年12月31日) 　至 平成19年６月30日)

   
(4)重要な外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、中間決算日
の直物為替相場により円換算し、換
算差額は損益として処理している。
なお、在外子会社等の資産および負
債は中間決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、収益および費用
は期中平均相場により円貨に換算し
、換算差額は純資産の部における
「為替換算調整勘定」に含めてい
る。

 

 
(4)重要な外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算の基準

　　同　左
 

 
(4)重要な外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直
物為替相場により円換算し、換算差
額は損益として処理している。な
お、在外子会社等の資産および負債
は決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、収益および費用は期中
平均相場により円貨に換算し、換算
差額は純資産の部における「為替
換算調整勘定」に含めている。

 

  (5)重要なリース取引の処理方法
　　リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、
主として通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によってい
る。

 

(5)重要なリース取引の処理方法
　　同　左
 
 

(5)重要なリース取引の処理方法
　　同　左
 
 
 

 
 
 
 

(6)重要なヘッジ会計の方法
　①ヘッジ会計の方法
　　為替予約および通貨オプションの
うち、振当処理の要件を満たしてい
る場合は振当処理を採用している。

　②ヘッジ手段およびヘッジ対象
　　外貨建予定取引、外貨建金銭債権債
務の為替変動リスクをヘッジする
ために為替予約または通貨オプ
ションを利用している。

　③ヘッジ方針
　　実需に基づき、外貨額と受渡時期が
確実になった場合に限定し、その為
替変動リスクを回避するためにデ
リバティブ取引を利用することを
基本方針としている。

 

(6)重要なヘッジ会計の方法
　　同　左
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(6)重要なヘッジ会計の方法
　　同　左
 
 
 
 
　
 
 
 
 

  (7)その他中間連結財務諸表作成の
ための基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理
　　　税抜方式によっている。
 

(7)その他中間連結財務諸表作成の
ための基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理
　　　同　左
 

(7)その他連結財務諸表作成のため
の重要な事項

 
　　　消費税等の会計処理
　　　同　左
 

 
5. 
 
中間連結
キャッシュ・
フロー計算書
（連結キャッ
シュ・フロー
計算書）にお
ける資金の範
囲
 

 
　　中間連結キャッシュ・フロー計算
書における資金（現金及び現金同
等物）は、手許現金、要求払預金及
び容易に換金可能であり、かつ、価
値の変動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期投資か
らなる。

 

 
　　　同　左

 
　　連結キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金（現金及び現金同等物）
は、手許現金、要求払預金及び容易
に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資からなる。

 
 
　　次へ
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　　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日
　至 平成18年12月31日) 　至 平成19年12月31日) 　至 平成19年６月30日)

 
（消費税等の取扱い）
　　従来、仮払消費税等および仮受消費税等は
相殺せず、それぞれ流動資産の「その
他」および流動負債の「その他」に含め
て表示していたが、当中間連結会計期間
から、仮払消費税等と仮受消費税等を相
殺して表示する方法に変更している。こ
の変更は、年度決算との整合性を図ると
ともに、財務数値の比較可能性を確保す
るために行うものである。

　　これにより、従来の方法によった場合と比
べ、流動資産の「その他」および流動負
債の「その他」がそれぞれ1,368百万円
減少している。

 

 
　　―

 
　　―

 
　　―

 
　　―

 
（固定資産の減価償却の方法）
　　平成19年度の法人税法の改正（（所得税
法等の一部を改正する法律 平成19年３
月30日 法律第６号）および（法人税法
施行令の一部を改正する政令 平成19年
３月30日　政令第83号））に伴い、平成19
年４月１日以降に取得したものについて
は、改正後の法人税法に基づく減価償却
方法に変更している。なお、これに伴う損
益に与える影響は軽微である。
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　　表示方法の変更
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日
　至 平成18年12月31日) 　至 平成19年12月31日)

 
（中間連結貸借対照表関係）
　　前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記され
ていたものは、当中間連結会計期間から「のれん」と表示してい
る。

 

 
　　―

 
　　―

 
（中間連結損益計算書関係）
　　前中間連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めてい
た「投資有価証券評価損」は、特別損失の総額の100分の10を超
えたため、当中間連結会計期間より区分掲記することとしてい
る。

　　なお、前中間連結会計期間の特別損失の「その他」に含まれる
「投資有価証券評価損」は０百万円である。

 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　　前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲
記されていたものは、当中間連結会計期間から「のれん償却額」
と表示している。

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　　前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フ
ローの「その他」に含めていた「投資有価証券評価損」は、重要
性が増したため、当中間連結会計期間より区分掲記することとし
ている。

　　なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フロー
の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は０百万円で
ある。

 
　　前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フ
ローの「その他」に含めていた「未払費用の増減額」は、重要性
が増したため、当中間連結会計期間より区分掲記することとして
いる。

　　なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フロー
の「その他」に含まれる「未払費用の増減額」は△1,071百万円
である。

 
 
 

　　前へ　　次へ
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注記事項
 
（中間連結貸借対照表関係）
 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在） （平成19年６月30日現在）

 
※1. 有形固定資産の減価償却累計額

17,346百万円
 

 
※1. 有形固定資産の減価償却累計額

18,013百万円
 

 
※1. 有形固定資産の減価償却累計額

17,571百万円
 

　2. 保証債務
　　　金融機関からの借入に対する保証債務
　　　 金沢システムハウス㈱

30百万円
　　　リース債権に対する損害金の保証債務

北国総合リース
㈱

14百万円

リコーリース㈱ 2百万円

　2. 保証債務
　　　金融機関からの借入に対する保証債務
　　　 金沢システムハウス㈱

20百万円
　　　リース債権に対する損害金の保証債務

北国総合リース
㈱

11百万円

　2. 保証債務
　　　金融機関からの借入に対する保証債務
　　　 金沢システムハウス㈱

20百万円
　　　リース債権に対する損害金の保証債務

北国総合リース
㈱

13百万円

リコーリース㈱ 1百万円

　3. 受取手形割引高
2,650百万円

 
※4. 中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ
て決済処理している。

　　 なお、当中間連結会計期間の末日は金融
機関が休日のため、次の中間連結会計
期間末日満期手形が中間連結会計期
間末残高に含まれている。
受取手形 14百万円
支払手形 3百万円

　3. 受取手形割引高
2,201百万円

 
※4. 中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ
て決済処理している。

　　 なお、当中間連結会計期間の末日は金融
機関が休日のため、中間連結会計期間
末日満期の受取手形58百万円が中間
連結会計期間末残高に含まれている。

 
 
 

　3. 受取手形割引高
2,186百万円

 
※4. 連結会計年度末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決
済処理している。

　　 なお、当連結会計年度の末日は金融機関
が休日のため、連結会計年度末日満期
の受取手形11百万円が連結会計年度
末残高に含まれている。
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（中間連結損益計算書関係）
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日
　至 平成18年12月31日) 　至 平成19年12月31日) 　至 平成19年６月30日)

 
※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりである。
旅費交通費 329百万円
貸倒引当金繰入額 4百万円
役員報酬 300百万円
給料 889百万円
賞与引当金繰入額 43百万円
役員賞与引当金繰入額 7百万円
退職給付引当金繰入額 130百万円
役員退職引当金繰入額 2百万円

　　

 
※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりである。
旅費交通費 329百万円
役員報酬 316百万円
給料 948百万円
賞与引当金繰入額 37百万円
退職給付引当金繰入額 106百万円
役員退職引当金繰入額 36百万円

　　

 
※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりである。
旅費交通費 656百万円
役員報酬 618百万円
給料 1,798百万円
賞与引当金繰入額 53百万円
退職給付引当金繰入額 252百万円
役員退職引当金繰入額 4百万円

 
 
 

 
※2. ― ※2. 固定資産売却益の資産別内訳

機械装置及び運搬具 0百万円
その他 0百万円
計 1百万円

　　

※2. 固定資産売却益の資産別内訳
機械装置及び運搬具 0百万円
その他 0百万円
計 1百万円　　

　　
※3. 固定資産売却損の資産別内訳
機械装置及び運搬具 0百万円
その他 4百万円
計 4百万円

※3. 固定資産売却損の資産別内訳
機械装置及び運搬具 0百万円

　

※3. 固定資産売却損の資産別内訳
機械装置及び運搬具 0百万円
その他 4百万円
計 5百万円

 
 
 
 
（中間連結株主資本等変動計算書関係）
 
前中間連結会計期間（自 平成18年７月１日　至 平成18年12月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

発行済株式     

普通株式（株） 27,500,315 － － 27,500,315

自己株式     

普通株式（株） 1,123,410 399 － 1,123,809

(注) 自己株式における普通株式の増加399株は、単元未満株式の買取りによるものである。
 
２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

1株当たりの配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成18年９月27日
普通株式 131 ５ 平成18年６月30日平成18年９月28日

定時株主総会

 
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資

配当金の
総額

1株当たり
の配当額 基準日 効力発生日

（百万円） （円）

平成19年２月22日
普通株式 利益剰余金 131 ５ 平成18年12月31日平成19年３月23日

取締役会
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当中間連結会計期間（自 平成19年７月１日　至 平成19年12月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

発行済株式     

普通株式（株） 27,500,315 － － 27,500,315

自己株式     

普通株式（株） 1,124,163 518 648,825 475,856

(注) 自己株式における普通株式の増加518株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少648,825株は主にシブヤマシナリー㈱を
株式交換により完全子会社化するため同社の株主に割当交付したものである。

 
２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

1株当たりの配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成19年９月26日
普通株式 131 ５ 平成19年６月30日平成19年９月27日

定時株主総会

 
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資

配当金の
総額

1株当たり
の配当額 基準日 効力発生日

（百万円） （円）

平成20年２月20日
普通株式 利益剰余金 131 ５ 平成19年12月31日平成20年３月21日

取締役会

 
 
前連結会計年度（自 平成18年７月１日　至 平成19年６月30日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式     

普通株式（株） 27,500,315 － － 27,500,315

自己株式     

普通株式（株） 1,123,410 833 80 1,124,163

(注) 自己株式における普通株式の増加833株は単元未満株式の買取りによるものであり、減少80株は単元未満株式の売渡によるもので
ある。

 
２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

1株当たりの配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成18年９月27日
普通株式 131 ５ 平成18年６月30日平成18年９月28日

定時株主総会

平成19年２月22日
普通株式 131 ５ 平成18年12月31日平成19年３月23日

取締役会

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資

配当金の
総額

1株当たり
の配当額 基準日 効力発生日

（百万円） （円）

平成19年９月26日
普通株式 利益剰余金 131 ５ 平成19年６月30日平成19年９月27日

定時株主総会
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日
　至 平成18年12月31日) 　至 平成19年12月31日) 　至 平成19年６月30日)

 
※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と
中間連結貸借対照表に記載されている
科目の金額との関係

 
※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と
中間連結貸借対照表に記載されている
科目の金額との関係

 
※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結
貸借対照表に記載されている科目の金
額との関係

(平成18年12月31日現在)
現金及び預金勘定 5,315百万円
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△755百万円

現金及び現金同等物 4,559百万円

(平成19年12月31日現在)
現金及び預金勘定 7,533百万円
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△1,755百万円

現金及び現金同等物 5,778百万円

(平成19年６月30日現在)
現金及び預金勘定 7,866百万円
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△555百万円

現金及び現金同等物 7,311百万円

 
 
 
　　前へ　　次へ
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（リース取引関係）
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日
　至 平成18年12月31日) 　至 平成19年12月31日) 　至 平成19年６月30日)

 
１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額
 取得価額

相当額

減価償却

累計額相当額

中間期末

残高相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置及

び運搬具
20 12 7

その他(工

具・器具及

び備品)

113 88 25

合計 134 101 33

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内  25百万円

１年超  31百万円 

合計  57百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 9百万円

支払利息相当額 0百万円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

10％とした定率法により計算される

各期の減価償却費相当額に９分の10

を乗じた額とする方法によってい

る。

　

 
１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額
 取得価額

相当額

減価償却

累計額相当額

中間期末

残高相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置及

び運搬具
12 8 4

その他(工

具・器具及

び備品)

108 91 17

合計 121 100 21

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内  21百万円

１年超  15百万円 

合計  37百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 6百万円

支払利息相当額 0百万円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　 同　左

 
１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額
 取得価額

相当額

減価償却

累計額相当額

期末残高

相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置及

び運搬具
20 14 6

その他(工

具・器具及

び備品)

102 85 16

合計 123 100 23

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内  24百万円

１年超  19百万円 

合計  44百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 26百万円

減価償却費相当額 19百万円

支払利息相当額 1百万円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　 同　左

(5) 利息相当額の算定方法

　　 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっている。

 

(5) 利息相当額の算定方法

　　 同　左

 

 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法

　　 同　左

 

 

 

 

 

２.オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内  54百万円

１年超  388百万円 

合計  443百万円

 

２.オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内  58百万円

１年超  334百万円 

合計  392百万円

 

２.オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内  58百万円

１年超  379百万円 

合計  438百万円
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（有価証券関係）

 

前中間連結会計期間末(平成18年12月31日現在)

 

　1. その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価

(百万円)
中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額

(百万円)

(1) 株式 　　　　　　　4,760 　　　　　　　6,036 　　　　　　　1,275

(2) 債券 　　　　　　　　 － 　　　　　　　　 － 　　　　　　　　 －

(3) その他 　　　　　　　　246 　　　　　　　　258 　　　　　　　　 11

合計 　　　　　　　5,007 　　　　　　　6,294 　　　　　　　1,287

　　 （注）減損処理を行ったものが「株式」に含まれており、減損処理金額は０百万円である。

 

　2. 時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

　 その他有価証券

　　　　 非上場株式

　　　　 投資事業有限責任組合出資

 

　　　　　　　　　166

　　　　　　　　　117

 

 

当中間連結会計期間末（平成19年12月31日現在）

 

　1. その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価

(百万円)
中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額

(百万円)

(1) 株式 　　　　　　　5,136 　　　　　　　5,656 　　　　　　　　520

(2) 債券 　　　　　　　　 － 　　　　　　　　 － 　　　　　　　　 －

(3) その他 　　　　　　　　 97 　　　　　　　　 93 　　　　 　　　 △3

合計 　　　　　　　5,233 　　　　　　　5,750 　　　　　　　　516

　　 （注）減損処理を行ったものが「株式」に含まれており、減損処理金額は110百万円である。

 

　2.時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

　 その他有価証券

　　　　 非上場株式

　　　　 投資事業有限責任組合出資

 

　　　　　　　　　157

　　　　　　　　　113

 

 

前連結会計年度末（平成19年６月30日現在）

 

　1. その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価

(百万円)

連結貸借対照表計上額

（百万円）

差額

(百万円)

(1) 株式 　　　　　　　4,918 　　　　　　　6,169 　　　　　　　1,250

(2) 債券 　　　　　　　　 － 　　　　　　　　 － 　　　　　　　　 －

(3) その他 　　　　　　　 　－ 　　　　　　　　 － 　　　　　　　　 －

合計 　　　　　　　4,918 　　　　　　　6,169 　　　　　　　1,250

 

　2. 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

　 その他有価証券

　　　　 非上場株式

　　　　 投資事業有限責任組合出資

 

　　　　　　　　　157

　　　　　　　　　108

 

EDINET提出書類

渋谷工業株式会社(E01666)

半期報告書

52/71



 

（デリバティブ取引関係）

 

　前中間連結会計期間（自平成18年７月１日　至平成18年12月31日）、当中間連結会計期間（自 平成19年７月１日　至平成19年

12月31日）および前連結会計年度（自平成18年７月１日　至平成19年６月30日）

 

　　該当事項はない。

 

 

　　前へ
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
 

 
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（自 平成18年７月１日 （自 平成19年７月１日 （自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日） 至 平成19年12月31日） 至 平成19年６月30日）

 
1.資産の評価基準及び
評価方法

 
（1）有価証券
子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの
中間決算日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

 

 
（1）有価証券
子会社株式及び関連会社株式

同　左

その他有価証券
時価のあるもの
同　左

 
 
 
 
時価のないもの

同　左

 
（1）有価証券
子会社株式及び関連会社株式

同　左

その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）
時価のないもの

同　左

 
（2）デリバティブ

時価法
 

（2）デリバティブ
同　左

（2）デリバティブ
同　左

 

（3）たな卸資産
原材料・貯蔵品
総平均法による原価法
製品・仕掛品
個別法による原価法
 

（3）たな卸資産
同　左

 
 
 

（3）たな卸資産
同　左

 
 

 
2.固定資産の減価償却
の方法

 
（1）有形固定資産
定率法
なお、平成10年４月以降取得し
た建物（建物附属設備は除く）に
ついては、定額法によっており、ま
た取得価額10万円以上20万円未満
の減価償却資産については、３年
間で均等償却する方法によってい
る。
主な耐用年数は次のとおりであ
る。
建物　　　　　　　　8～38年
構築物　　　　　　　7～45年
機械及び装置　　　　4～13年
工具・器具及び備品　2～17年
 

 
（1）有形固定資産
定率法
なお、平成10年４月以降取得し
た建物（建物附属設備は除く）に
ついては、定額法によっており、ま
た取得価額10万円以上20万円未満
の減価償却資産については、３年
間で均等償却する方法によってい
る。
主な耐用年数は次のとおりであ
る。
建物　　　　　　　　8～38年
構築物　　　　　　　7～45年
機械及び装置　　　　4～13年
工具・器具及び備品　2～17年
　（追加情報）
　当中間会計期間より、平成19年３
月31日以前に取得した有形固定資
産のうち改正前の法人税法に基づ
く減価償却の方法の適用により償
却可能限度額に達したものについ
て、その翌事業年度から５年間に
わたり均等償却する方法によって
いる。
　この結果、従来の方法によった場
合と比べ、営業利益および経常利
益がそれぞれ17百万円減少してい
る。
 

 
（1）有形固定資産
定率法
なお、平成10年４月以降取得し
た建物（建物附属設備は除く）に
ついては、定額法によっており、ま
た取得価額10万円以上20万円未満
の減価償却資産については、３年
間で均等償却する方法によってい
る。
主な耐用年数は次のとおりであ
る。
建物　　　　　　　　8～38年
構築物　　　　　　　7～45年
機械及び装置　　　　4～13年
工具・器具及び備品　2～17年
 

 

（2）無形固定資産
定額法
なお、自社利用のソフトウェア
については、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を
採用しており、市場販売目的のソ
フトウェアについては、見込販売
数量を勘案のうえ販売可能な有効
期間（３年以内）により償却して
いる。
 

（2）無形固定資産
定額法
なお、自社利用のソフトウェア
については、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を
採用している。
 

（2）無形固定資産
定額法
なお、自社利用のソフトウェア
については、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を
採用しており、市場販売目的のソ
フトウェアについては、見込販売
数量を勘案のうえ販売可能な有効
期間（３年以内）により償却して
いる。
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（自 平成18年７月１日 （自 平成19年７月１日 （自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日） 至 平成19年12月31日） 至 平成19年６月30日）

  
（3）長期前払費用

均等償却
 

 
（3）長期前払費用
　　　同　左

 
（3）長期前払費用
　　　同　左

 
3.引当金の計上基準

 
（1）貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上してい
る。
 

 
（1）貸倒引当金
　　　同　左
 
 
 
 

 

 
（1）貸倒引当金
　　　同　左
 
 
 
 
 

 （2）賞与引当金
従業員賞与の支給に備えるため、
将来の支給見込額のうち当中間期の
負担額を計上している。
 

（2）賞与引当金
　　　同　左

（2）賞与引当金
従業員賞与の支給に備えるため、
将来の支給見込額のうち当事業年度
の負担額を計上している。

 （3）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務お
よび年金資産の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発生してい
ると認められる額を計上している。
　数理計算上の差異については、その
発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(12年)による定額
法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理すること
としている。
　過去勤務債務については、その発生
時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(12年)による定額法に
より費用処理している。
 

（3）退職給付引当金
　　　同　左　

（3）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務お
よび年金資産の見込額に基づき、当
事業年度末において発生していると
認められる額を計上している。
　数理計算上の差異については、その
発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(12年)による定額
法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理すること
としている。
　過去勤務債務については、その発生
時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(12年)による定額法に
より費用処理している。

 （4）役員退職引当金
　役員退職金の支出に備えるため、内
規に基づく中間期末要支給額を計上
している。
 

（4）役員退職引当金
　　同　左　

（4）役員退職引当金
　役員退職金の支出に備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上して
いる。
 

 
 

（5）債務保証損失引当金
保証債務の履行に伴う損失に備え
るため、保証先の経営状態を勘案し、
保証契約毎の損失発生の可能性を個
別に判定して損失負担見込額を計上
している。
 

（5）債務保証損失引当金
　　　同　左

（5）債務保証損失引当金
　　　同　左

 
4.リース取引の処理方
法

 

 
リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっている。
 

 
　　　同　左

 
　　　同　左
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（自 平成18年７月１日 （自 平成19年７月１日 （自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日） 至 平成19年12月31日） 至 平成19年６月30日）

 
5.ヘッジ会計の方法

 
①ヘッジ会計の方法
為替予約および通貨オプション
のうち、振当処理の要件を満たし
ている場合は振当処理を採用して
いる。

 
　　　同　左

 
　　　同　左

 ② ヘッジ手段およびヘッジ対象
外貨建予定取引、外貨建金銭債
権債務の為替変動リスクをヘッジ
するために為替予約または通貨オ
プションを利用している。

  

 ③ ヘッジ方針
実需に基づき、外貨額と受渡時
期が確実になった場合に限定し、
その為替変動リスクを回避するた
めにデリバティブ取引を利用する
ことを基本方針としている。
 

  

 
6.その他中間財務諸表
作成のための基本と
なる重要な事項

 

 
消費税等の会計処理方法
税抜方式によっている。
 

 
消費税等の会計処理方法
　　同　左

 
消費税等の会計処理方法
　同　左

 
 

　　次へ
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
 

前中間会計期間
（自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日）

前事業年度
（自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日）

 
（消費税等の取扱い）
従来、仮払消費税等および仮受消費税等
は相殺せず、それぞれ流動資産の「その
他」および流動負債の「その他」に含めて
表示していたが、当中間会計期間から、仮払
消費税等と仮受消費税等を相殺して表示す
る方法に変更している。この変更は、年度決
算との整合性を図るとともに、財務数値の
比較可能性を確保するために行うものであ
る。これにより、従来の方法によった場合と
比べ、流動資産の「その他」および流動負
債の「その他」がそれぞれ879百万円減少
している。
 

 
　　―

 
　　―

 
　　―

 
　　―

 
（固定資産の減価償却の方法）
平成19年度の法人税法の改正（（所得
税法等の一部を改正する法律 平成19年３
月30日 法律第６号）および（法人税法施
行令の一部を改正する政令 平成19年３月
30日 政令第83号））に伴い、平成19年４
月１日以降に取得したものについては、改
正後の法人税法に基づく減価償却方法に
変更している。なお、これに伴う損益に与
える影響は軽微である。
 

 
 
 
 

　　前へ　　次へ
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注記事項
 
（中間貸借対照表関係）
 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在） （平成19年６月30日現在）

 
※1．有形固定資産の減価償却累計額

13,972百万円
 
　2．保証債務
金融機関からの借入に対する保証債務
シブヤマシナリー㈱ 575百万円
㈱テクノ工業 126百万円
シブヤ精工㈱ 420百万円
シブヤ機工㈱ 520百万円
金沢システムハウス㈱ 30百万円
シブヤホップマンコーポ
レーション

297百万円
(2.5百万米ドル)

　
リース債権に対する損害金の保証債務
北国総合リース㈱ 14百万円
リコーリース㈱ 2百万円

 
シブヤホップマンコーポレーションは当
中間会計期間においてホップマンコーポ
レーションが名称変更したものである。
なお、シブヤ機工㈱および㈱テクノ工業の
金額は、債務保証損失引当金の額を控除し
ている。
 

 
※1．有形固定資産の減価償却累計額

14,490百万円
 
　2．保証債務
金融機関からの借入に対する保証債務
シブヤマシナリー㈱ 525百万円
㈱テクノ工業 150百万円
シブヤ精工㈱ 401百万円
シブヤ機工㈱ 516百万円
金沢システムハウス㈱ 20百万円
シブヤホップマンコーポ
レーション

285百万円
(2.5百万米ドル)

　
手形割引に対する保証債務
シブヤマシナリー㈱ 238百万円

 
リース債権に対する損害金の保証債務
北国総合リース㈱ 11百万円

 
なお、シブヤ機工㈱の金額は、債務保証損
失引当金の額を控除している。
 

 
※1．有形固定資産の減価償却累計額

14,097百万円
 
　2．保証債務
金融機関からの借入に対する保証債務
シブヤマシナリー㈱ 525百万円
㈱テクノ工業 140百万円
シブヤ精工㈱ 410百万円
シブヤ機工㈱ 539百万円
金沢システムハウス㈱ 20百万円
シブヤホップマンコーポ
レーション

308百万円
(2.5百万米ドル)

 
手形割引に対する保証債務
シブヤマシナリー㈱ 3百万円

 
リース債権に対する損害金の保証債務
北国総合リース㈱ 13百万円
リコーリース㈱ 1百万円

 
シブヤホップマンコーポレーションは当
事業年度においてホップマンコーポレー
ションが名称変更したものである。
なお、シブヤ機工㈱の金額は、債務保証損
失引当金の額を控除している。
 

　3．受取手形割引高
2,307百万円

 
※4．期末日満期手形の処理方法
　中間期末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理してい
る。
　なお、当中間会計期間の末日は金融機関
が休日のため、次の中間期末日満期手形
が中間会計期間末残高に含まれている。

　　受取手形　　 　　　　1百万円
 

　3．受取手形割引高
1,495百万円

 
※4．期末日満期手形の処理方法
　中間期末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理してい
る。
　なお、当中間会計期間の末日は金融機関
が休日のため、中間期末日満期の受取手
形53百万円が中間会計期間末残高に含ま
れている。
 

　3．受取手形割引高
2,060百万円

 
※4．期末日満期手形の処理方法
　期末日満期手形の会計処理については、
手形交換日をもって決済処理している。
なお、当事業年度の末日は金融機関が

休日のため、期末日満期の受取手形１百
万円が期末残高に含まれている。
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（中間損益計算書関係）
 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日
　至 平成18年12月31日) 　至 平成19年12月31日) 　至 平成19年６月30日)

 
※1．減価償却実施額
　資産別減価償却実施額は次のとおりであり、
売上原価、販売費及び一般管理費および営
業外費用に含めて表示している。
有形固定資産 409百万円
無形固定資産 61百万円
　　合計 471百万円

 
※1．減価償却実施額
　資産別減価償却実施額は次のとおりであり、
売上原価、販売費及び一般管理費および営
業外費用に含めて表示している。
有形固定資産 484百万円
無形固定資産 64百万円
　　合計 548百万円

 
※1．減価償却実施額
　資産別減価償却実施額は次のとおりであり、
売上原価、販売費及び一般管理費および営
業外費用に含めて表示している。
有形固定資産 860百万円
無形固定資産 131百万円
　　合計 992百万円

※2．営業外収益
　重要なものは次のとおりである。
受取利息 3百万円
受取配当金 24百万円
投資有価証券売却益 68百万円

※2．営業外収益
　重要なものは次のとおりである。
受取利息 7百万円
受取配当金 29百万円
投資有価証券売却益 6百万円

※2．営業外収益
　重要なものは次のとおりである。
受取利息 7百万円
受取配当金 113百万円
投資有価証券売却益 145百万円

※3．営業外費用
　重要なものは次のとおりである。
支払利息 9百万円
手形売却損 13百万円
たな卸資産評価損 58百万円

※3．営業外費用
　重要なものは次のとおりである。
支払利息 20百万円
手形売却損 9百万円
たな卸資産評価損 33百万円

※3．営業外費用
　重要なものは次のとおりである。
支払利息 17百万円
手形売却損 31百万円
たな卸資産評価損 132百万円

※4．特別利益
　重要なものは次のとおりである。
債務保証損失引当金戻
入

47百万円

※4．特別利益
　重要なものは次のとおりである。
投資有価証券売却益 11百万円

※4．特別利益
　重要なものは次のとおりである。
債務保証損失引当金戻
入

69百万円

国庫補助金等 118百万円

※5．特別損失
　重要なものは次のとおりである。
固定資産処分損  
　工具・器具及び備品 0百万円
　その他 1百万円
　　　合計 2百万円
  
関係会社株式評価損 100百万円

※5．特別損失
　重要なものは次のとおりである。
固定資産処分損  
　機械及び装置 2百万円
　工具・器具及び備品 0百万円
　その他 0百万円
　　　合計 4百万円
  
投資有価証券評価損 110百万円
損害補償損失金 13百万円
債務保証損失引当金繰入

22百万円

※5．特別損失
　重要なものは次のとおりである。
固定資産処分損  
　建物 55百万円
　工具・器具及び備品 1百万円
　その他 1百万円
　　　合計 58百万円
  
関係会社株式評価損 118百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）
 
前中間会計期間（自 平成18年７月１日　至 平成18年12月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項
株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 1,123,410 399 －　 1,123,809 

（注）普通株式の増加399株は、単元未満株式の買取によるものである。
 
　当中間会計期間（自 平成19年７月１日　至 平成19年12月31日）
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 1,124,163 518 648,997　 475,684 

（注）普通株式の増加518株は単元未満株式の買取によるものであり、減少648,997株は主にシブヤマシナリー㈱を株式交換により完全子会社化
するため同社の株主に割当交付したものである。

 
前事業年度（自 平成18年７月１日　至 平成19年６月30日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項
株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,123,410 833 80　 1,124,163 

（注）普通株式の増加833株は単元未満株式の買取によるものであり、減少80株は単元未満株式の売渡によるものである。
 
 

　　前へ　　次へ
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　（リース取引関係）
 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
(自 平成18年７月１日 (自 平成19年７月１日 (自 平成18年７月１日
　至 平成18年12月31日) 　至 平成19年12月31日) 　至 平成19年６月30日)

 
１.リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額

 
１.リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額

 
１.リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額

 
 取得価額

相当額
減価償却
累計額相当額

中間期末
残高相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)

その他（車
輌） 15 10 5

その他(工具
・器具及び
備品)

104 81 22

合計 120 92 28
 
(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内  23百万円
１年超  26百万円

合計  50百万円
 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支
払利息相当額
支払リース料 11百万円
減価償却費相当額 7百万円
支払利息相当額 0百万円

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法
　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

10％とした定率法により計算される
各期の減価償却費相当額に９分の10
を乗じた額とする方法によっている。

 

 
 取得価額

相当額
減価償却
累計額相当額

中間期末
残高相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)

その他（車
輌） 7 5 2

その他(工具
・器具及び
備品)

104 88 15

合計 112 93 18
 
(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内  19百万円
１年超  12百万円

合計  31百万円
 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支
払利息相当額
支払リース料 11百万円
減価償却費相当額 5百万円
支払利息相当額 0百万円

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法
　　 　同　左
 

 
 取得価額

相当額
減価償却
累計額相当額

期末残高
相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)

その他（車
輌） 15 11 4

その他(工具
・器具及び
備品)

98 83 15

合計 114 94 19
 
(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内  23百万円
１年超  15百万円

合計  38百万円
 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支
払利息相当額
支払リース料 23百万円
減価償却費相当額 16百万円
支払利息相当額 0百万円

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法
　　 　同　左

(5) 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法
によっている。

 
 

(5) 利息相当額の算定方法
　　 　同　左
 
 
 
 
 

(5) 利息相当額の算定方法
　　 　同　左

 
 
 

 

２.オペレーティング・リース取引
 
未経過リース料
１年内  2百万円
１年超  5百万円

合計  7百万円
　

２.オペレーティング・リース取引
 
未経過リース料
１年内  5百万円
１年超  15百万円

合計  21百万円

２.オペレーティング・リース取引
 
未経過リース料
１年内  3百万円
１年超  8百万円

合計  11百万円
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（有価証券関係）
 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
はない。

 
 
 

（企業結合等関係）

 

当中間会計期間（自 平成19年７月１日　至 平成19年12月31日）

　　　　中間連結財務諸表「注記事項」の（企業結合等関係）に記載のとおりである。
 
 
 
（１株当たり情報）
 

前中間会計期間
（自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日）

前事業年度
（自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日）

 
　１株当たり純資産額　　1,086円71銭
　１株当たり中間純利益　　　9円93銭
 
　 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利
益については、潜在株式がないため記載し
ていない。
 

 
　１株当たり純資産額　　1,084円15銭
　１株当たり中間純損失　　　1円65銭
 
　 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利
益については、希薄化効果を有している潜
在株式がないため記載していない。
 

 
　１株当たり純資産額　　1,109円97銭
　１株当たり当期純利益　　 38円88銭
 
　 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、潜在株式がないため記載し
ていない。

 
 
(注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりである。

項目
前中間会計期間末

（平成18年12月31日現在）
当中間会計期間末

（平成19年12月31日現在）
前事業年度末

（平成19年６月30日現在）

純資産の部の合計額 28,663百万円 29,298百万円 29,276百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 － － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純
資産額

28,663百万円 29,298百万円 29,276百万円

中間期末（期末）の普通株式の数 26,376千株 27,024千株 26,376千株

 
２．１株当たり中間（当期）純利益金額または１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりである。

項目
前中間会計期間

（自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日）

前事業年度
（自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日）

中間（当期）純利益又は中間純損失
（△）

261百万円 △43百万円 1,025百万円

普通株主に帰属しない金額  －   －   －   

普通株式に係る中間（当期）純利益又は
中間純損失（△）

261百万円 △43百万円 1,025百万円

普通株式の期中平均株式数 26,376千株 26,485千株 26,376千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

－　　　
新株予約権

（信託型ライツ・プラン）
　40,150千株

－　　　
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（重要な後発事象）
 

前中間会計期間
（自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日）

前事業年度
（自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日）

　　
　　―

 
当社は、平成20年１月18日付で民事再生
手続中の株式会社マキ製作所との間で事業
譲渡契約を締結し、同社事業の受け皿会社
として新たに子会社を設立し、平成20年４
月１日付で同社から有形・無形固定資産、
たな卸資産と全ての営業権を譲受ける予定
である。
１．設立した子会社の概要
（1）商号

静岡シブヤ精機株式会社
（2）設立年月日

平成20年２月15日
（3）資本金の額

450百万円
（4）発行済株式数

９千株
（5）当社との関係

100％出資子会社
（6）主な事業内容
① 農業用設備機器の製造販売
② 自動包装梱包機械ならびに荷役運搬
設備の製造販売

③ 産業・一般廃棄物処理装置の製造販
売

２．子会社設立の趣旨
当社グループでは、既に農業用設備事業
に進出しているが、株式会社マキ製作所の
事業を譲受けることにより技術と営業の強
化が図られ、農業をはじめとする客先業界
の発展により大きく貢献することを通じ
て、当社グループ全体の業容拡大が期待で
きる。
３．事業譲受けの相手先の商号及び事業の
内容

（1）商号
株式会社マキ製作所

（2）事業の内容
① 農業における果実、野菜・花卉類の
集出荷選別荷包装設備ならびにクー
ルシステム付貯留施設、養蚕の自動
飼育プラントの設計製作

② 産業用各種製・封函機、ケーサー、ラ
インフィーダ他コンベアーラインの
設計製作

③ 各種冷間ロール成型部材の製造販売
 

　　
　　―
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前中間会計期間

（自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日）

前事業年度
（自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日）

 
 

　
４．事業譲受けの主な内容
（1）事業の譲受日

平成20年４月１日（予定）
（2）譲受ける資産等

有形・無形固定資産、たな卸資産と
全ての営業権の譲受価格は30億円で
ある。

（3）譲受価格の調整
① 上記譲受価格には、たな卸資産が825
百万円含まれており、このたな卸資
産の額は、平成19年９月30日現在の
同社の清算貸借対照表の簿価であ
り、最終的には譲受日以後に両社協
議のうえ確定する。よって、確定した
たな卸金額と825百万円との差額は、
譲受価格を増減し調整する。

② 従業員は、退職金を清算のうえ新会
社へ転籍するか、清算せずそのまま
引き継ぐかは同社と別途協議する。
もし清算せず引き継ぐ場合には、当
該譲受価格より、引き継ぐ要支給額
（会社都合）を減額する。

③ たな卸資産及び有形・無形固定資産
以外で引き継ぐ資産・負債があれ
ば、その額も譲受価格を調整する。

５．事業譲受けのその他重要な特約等事業
譲渡契約書は、下記の各条件がすべて充
足されない限り、遡及的に効力を失うも
のとしている。

（1）静岡地方裁判所浜松支部平成19年(再)
第２号再生手続開始申立事件の手続で
定められた民事再生法第42条第１項の
裁判所の許可（事業譲渡の許可）およ
び同法第43条第１項の裁判所の許可
（株主総会決議の代替許可）が得られ
ていること。

（2）本件事業譲渡につき、公正取引委員会
から私的独占の禁止及び公正取引の確
保に関する法律（昭和22年法律第54
号）第17条の２に基づく措置のための
勧告または審判開始決定がなされてい
ないこと。

 

 

 
 
 
 
 
 
（２）【その他】
 
　　　該当事項はない。
 
 
 
 
　　前へ
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独立監査人の中間監査報告書

 

平成１９年３月２３日

澁 谷 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会　御中

明　澄　監　査　法　人

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　向　　山　　典　　佐

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　深　　井　　克　　志

 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている澁谷工業株式会社の平成18年7月１日から平成19年6月30日までの連結会計年度の

中間連結会計期間（平成18年7月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用

して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連

結財務諸表の作成基準に準拠して、澁谷工業株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年7月１日から平成18年12月31

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと
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認める。

 

追記情報

　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当中間連結会計

期間より、仮払消費税等と仮受消費税等を相殺せずに流動資産および流動負債に表示する方法か

ら、仮払消費税等と仮受消費税等を相殺して表示する方法に変更している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上

 

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 

平成１９年３月２３日

澁 谷 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会　御中

明　澄　監　査　法　人

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　向　　山　　典　　佐

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　深　　井　　克　　志

 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている澁谷工業株式会社の平成18年7月１日から平成19年6月30日までの第59期事業年
度の中間会計期間（平成18年7月１日から平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわ
ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。
この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表
に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の

判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行わ

れている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、澁谷工業株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する中間会計期間（平成18年7月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績に関する有

用な情報を表示しているものと認める。
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追記情報

　中間財務諸表作成の基本となる重要な事項６．に記載のとおり、当中間会計期間より、仮払消費

税等と仮受消費税等を相殺せずに流動資産および流動負債に表示する方法から、仮払消費税等と

仮受消費税等を相殺して表示する方法に変更している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　上

 

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

平成20年3月22日

澁谷工業株式会社

取締役会　御中

 

 明 澄 監 査 法 人

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　向　　山　　典　　佐  

   

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　深　　井　　克　　志  

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている澁谷工業株式会社の平成19年7月１日から平成20年6月30日までの連結会

計年度の中間連結会計期間（平成19年7月１日から平成19年12月31日まで）に係る中間連結財務

諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用

して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連

結財務諸表の作成基準に準拠して、澁谷工業株式会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年7月１日から平成19年12月31

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。

 

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、澁谷工業株式会社は平成20年1月18日付で民事再生手続中の株

式会社マキ製作所との間で事業譲渡契約を締結し、同社事業の受け皿会社として子会社静岡シブ

ヤ精機株式会社を新たに設立し、平成20年4月1日付で同社から有形・無形固定資産、たな卸資産

と全ての営業権を譲り受ける予定である。
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　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
 
 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま
す。
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独立監査人の中間監査報告書

平成20年3月22日

澁谷工業株式会社

取締役会　御中

 

明 澄 監 査 法 人

 

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　向　　山　　典　　佐

 

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　深　　井　　克　　志

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている澁谷工
業株式会社の平成19年7月１日から平成20年6月30日までの第60期事業年度の中間会計期間（平成19年7月１日から平成19年12月
31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を
行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的

な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行わ

れている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、澁谷工

業株式会社の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年7月１日から平成19年12月31

日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、澁谷工業株式会社は平成20年1月18日付で民事再生手続中の株式会社マキ製作所との間で事業

譲渡契約を締結し、同社事業の受け皿会社として子会社静岡シブヤ精機株式会社を新たに設立し、平成20年4月1日付で同社から

有形・無形固定資産、たな卸資産と全ての営業権を譲り受ける予定である。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

 

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま
す。
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